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第３３号の発刊にあたって

地方独立行政法人埼玉県立病院機構

埼玉県立精神医療センター

病 院 長 長尾 眞理子

埼玉県立精神医療センター年報第３３号をお届けいたします。

令和２年度から令和４年度まで、新型コロナウイルス感染症に翻弄された３年

間でした。特に令和４年度は陽性者の入院依頼数と受入数が最も多く、結果的に

３年間の半数以上（６１％）を受け入れました。同時に精神症状の重症度も最も

高く、令和４年度受入患者の半数が措置入院でした。入院時間帯別では、３年間

を通して平日夜間と休日の入院が６０％を占めており、職員数の少ない精神科単

科病院においては驚くべき数字となっています。スタッフそれぞれが役割を果た

し、黙々と受け入れを行う姿に、病院としての成長を感じました。

令和４年７月には、地域医療機関との連携を強化し、外来ならびに入院のニー

ズに迅速に対応できるように医療連携室を開設し、順調に運営しております。

令和４年度はこの他にもＱＣサークル活動等、現場から医療の質を高める動き

が活発に行われました。令和５年９月稼働予定の電子カルテシステム導入に向け

た準備も着々と進めています。

また、令和３年度は「精神医療センター院内あり方検討会議」を開催しました

が、令和４年度は法人本部にて「埼玉県立精神医療センター在り方検討会議準備

委員会」が設置され、当院の今後の方向性について、より具体的な検討を開始い

たしました。

引き続き、高度専門医療のみならず地域医療を積極的に行う病院として、職員

一丸となって邁進して参ります。

今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。

令和５年１０月



埼埼玉玉県県立立精精神神医医療療セセンンタターーのの理理念念

 

私たちは、患者の皆様の視点に立ち、信頼される良質な医療を提供します。

私たちは、和をもって つの価値を実現します。

 

 

４つの価値
 

１ 真心

人権を尊重し、心のこもった医療サービスを提供します。 

 

２ 安心

安全で質の高い医療を実践します。 

 

３ 協働

地域の保健・医療機関との連携に努めます。 

 

４ 成長

高い技能を持つ心豊かな人材を育成します。 
 

 

医 療 機 能

１ 地域の医療機関と役割分担を図り、県立精神病院としての機能を果たします。 
 
２ 短期の治療を目指し、所期治療終了後は紹介医療機関への転医を図ります。 
 
３ 患者の皆様や御家族に対して療養上必要な援助を行い、早期の社会復帰を促進します。 
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第１章 概 要

第１節 沿 革

設立の目的

近年の精神科医療は、「入院中心の治療体制から地域におけるケア体制へ」転換する大きな潮流

の中におかれている。また、地域に根ざしたきめ細かな社会復帰対策への取組みなど精神障害者に

対する福祉的要素を加味した施策の一層の充実が求められている。

言い換えれば、精神障害の発生予防、精神障害者の治療及び社会復帰訓練に至る包括的一貫性を

もった治療・援助が重視されている。

また、現代社会は、急速に発展する技術革新や情報化社会の到来などによる社会産業構造の変化、

産業の都市集中化に代表される生活環境の変化、さらには核家族化、女性の職場進出等に伴う家庭

機能・環境の変化にさらされている。このような著しい変化に適応するためのストレスの増大や人

間的接触の希薄化の進行により、心の病も増大しつつある。

本県では、全国に先がけて昭和 年に大宮市土呂町に精神衛生センターを設置し、精神衛生相談、

広報普及活動等の事業を実施してきたが、施設の老朽化と狭隘が目立ち十分な対応ができない状況

であった。また、治療面からみると、国立、県立の精神病院が未整備である数少ない県の一つであ

り、措置入院も民間の指定病院に全面的に依存していた。今後、最も重要視されるであろう社会復

帰施設についても、保健所におけるデイケアや地域の医療機関における精神科デイケアが散見され

るようになったが、社会復帰専門施設は極めて不十分な状況であった。

こうした精神保健医療福祉の動向や本県の現状を踏まえ、総合的かつ専門的な機能を有する精神

科医療施設の必要性が唱えられてきていた。

このような認識に基づき本県としては、当初、最も手薄な分野である社会復帰施設に注目し、社

会復帰センターの設立を計画したが、昭和 年 月の「埼玉県中期計画」のローリング（計画的修

正）の際、精神衛生法によって義務設置となっている県立精神病院の機能を附加した計画に変更し

た。さらに昭和 年に至り精神衛生センターの機能を併せ持った総合施設へと計画を発展させ平成

年、精神保健総合センターの実現となった。

しかし、開設から 年の間に社会全般の構造改革が急速に進行し保健・医療・福祉の領域におい

ても、内外の状況は大きく変化した。

県では、平成 年以降に「埼玉県立病院経営健全化推進会議」を設置し、県立病院の経営健全化

に向けた検討を重ね、平成 年 月、診療部門の「精神医療センター」を病院として独立させ、地

方公営企業法を全面適用することとし、精神保健福祉部門と社会復帰部門は「精神保健福祉センタ

ー」とした。

また、少子高齢化など医療環境の変化により柔軟に対応していくため、平成 年に外部有識者で

構成される「埼玉県立病院の在り方検討委員会」が設置され、同委員会から「県立病院の経営形態

は地方独立行政法人が望ましい」との報告書が県に提出された。

これを受けて、平成 年 月、知事が県立病院の地方独立行政法人化を表明。令和 年 月、精神

医療センターを含む県立 病院は、地方独立行政法人埼玉県立病院機構に改組された。
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埼玉県立精神保健総合センター開設までの経緯

昭和 年 月 「埼玉県立衛生相談所」を大宮保健所に併設

昭和 年 月 「埼玉県精神衛生センター」を大宮市土呂町に開設

昭和 年 月 埼玉県中期計画に「社会復帰センターの建設」を枠組施策として設定

昭和 年 月 中期計画のローリング（計画的修正）に当たり、県立精神病院と社会復帰施設の機

能をもった「精神医療総合センターの建設」を枠組施策として設定

昭和 年 月 建設に関する調査費を予算計上

月 中期計画のローリングに当たり、従来の計画を発展させ、精神衛生センター、県立

精神病院及び社会復帰施設の機能をもった「精神医療総合センターの建設」を施策

として設定

昭和 年 月 「精神医療総合センター（仮称）基本構想検討委員会」を設置

昭和 年 月 県として建設地を伊奈町（県立がんセンター隣接県有地）とすることを決定

昭和 年 月 「基本構想」を策定

月 埼玉県精神衛生審議会において「基本構想」を承認

伊奈町議会が「建設計画反対に関する意見書」を採択

月 衛生部内に精神医療総合センター準備室を設置

月 「精神医療総合センター建設委員会」を設置

月 「精神医療総合センター（仮称）基本計画」を策定し基本設計に着手

昭和 年 月 第 回住民説明会開催

月 実施計画着手

昭和 年 月 第 回住民説明会が開催され、地元住民の建設反対運動が円満解決

月 埋蔵文化財調査着手

地元住民、伊奈町職員及び県職員で構成する「精神医療総合センター（仮称）連絡

協議会」を設置

月 「埼玉県精神衛生センター」を「埼玉県精神保健センター」に改称

月 本館建設工事着工

平成元年 月 精神医療総合センター準備室を精神保健総合センター準備事務所に改組

月 「精神保健総合センター運営指針」を策定

月 本館完成

平成 年 月 準備事務所を伊奈町に移転、備品搬入開始

月 職員公舎完成

月 埼玉県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例案可決

（埼玉県立精神保健総合センターの設置が決定）

病院開設許可、保険指定医療機関指定承認

埼玉県精神保健センター閉所
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診療局部門 地域保健局部門

平成2年4月 ・埼玉県立精神保健総合センター開
所、木戸幸聖総長就任

・「さいたま精神保健だより」創刊

・保健所への技術協力開始（医師月1
回、コメ月3回）
・思春期グループ相談開始

平成2年5月 ・生活保護法による医療機関に指定 ・アルコールグループ相談開始

平成2年7月 ・こころの健康づくり推進モデル事
業実施要領について（保健医療局長
通知）

・医師会、県議会議員、学識経験者
で構成する「埼玉県立精神保健総合
センター運営協議会」を設置

・福祉関係八法改正

平成2年8月 ・精神保健専門研修の開始

平成2年9月 ・全国精神障害者社会復帰連絡協議
会を埼玉県内で開催

・3基準（基準看護[結核・精神特2
類]、基準給食、基準寝具設備）承認
・精神科作業療法承認

・精神科デイケア（大規模）承認

平成2年10月 ・応急入院指定病院に指定

平成2年12月 ・こころの健康づくり事業「こころ
の健康フェスティバル」開始
・「こころの電話」相談事業開始

平成3年4月 ・（社）日本病院建築協会から第1回
病院建築賞を受賞

平成3年9月 ・公設精神科リハビリテーション施
設連絡協議会第5回研究協議会を埼玉
県で開催

平成4年2月 ・全国精神保健業務研修会を埼玉県
で開催

平成4年3月 ・第3病棟の病室を一部改修

平成4年4月 ・社会復帰において、セミ学期制、
ステージ別分担制度導入

平成4年7月 ・精神障害者地域生活援助事業実施
要綱

・精神保健ボランティア講座を開始

平成4年9月 ・土曜日の外来休診、完全週休2日制

平成5年2月 ・埼玉県精神障害者団体連合会発足

平成5年4月 ・ビデオ「正しい身体拘束」作成

平成5年6月 ・精神保健法一部改正

平成5年7月 ・精神保健ボランティア連絡会議の
開催及びボランティアフォーラムを
埼玉県で開催

平成5年9月 ・「みんなの心の健康スクール」を
開催

平成5年11月 ・「埼玉県精神科緊急医療事業」開
始

・埼玉県精神科緊急医療事業が実施
され、専門病院として位置づけられ
る。

平成5年12月 ・障害者基本法制定

平成6年1月 ・日本集団精神療法学会第11回大会
を埼玉県で開催

平成6年3月 ・「障害者対策に関する埼玉県長期
計画」策定

平成6年4月 ・「埼玉県精神神経科診療所協会」
発足

・渡嘉敷暁総長就任 ・デイケア・ネットワーク発足

3　開設後の年表

埼玉県立精神保健総合センター国の精神保健福祉施策・
埼玉県の状況



― 4 ―

診療局部門 地域保健局部門

埼玉県立精神保健総合センター国の精神保健福祉施策・
埼玉県の状況

平成6年7月 ・地域保健法公布

平成6年10月 ・第3病棟の和室を洋室に改修

・ワークサンプリングによる「看護
業務量調査」
・新基準看護A3:1看護及び6:1看護補
助の承認
・外来診療室を3室から4室に増室

平成7年2月 ・阪神・淡路大震災被災地（神戸
市）に精神医療チームを派遣

平成7年4月 ・地域精神保健福祉対策推進事業開
始

・社会資源の創設や市町村も視野に
入れた技術協力に方向転換
・診療部と共同で薬物依存家族教室
を開催

平成7年7月 ・「精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律」施行

・社会復帰促進地域研修を開始

・精神障害者保健福祉手帳制度の実
施

・「精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律」施行に伴い「精神保健
センター部門」を「精神保健福祉セ
ンター部門」に改正

平成7年8月 ・市町村職員研修を開催

平成7年12月 ・障害者プラン（ノーマライゼー
ション7か年戦略）策定

平成8年1月 ・「保健所及び市町村における精神
保健福祉業務・精神保健福祉セン
ター運営要領」制定

・「精神保健福祉センター運営要
領」施行

平成8年4月 ・社会復帰において就労援助特別プ
ログラム（プリレイバーコース）の
導入

平成8年5月 ・輸血ライン固定具（ラインキー
パー）特許庁の実用新案取得　（商
品化し、一般販売を開始）

・埼玉県精神保健福祉ボランティア
ネットワークの発足

平成8年7月 ・厚生省大臣官房に障害者保健福祉
部を設置

平成8年8月 ・看護職員の病院経営意識を培う
「ラベンダー通信第1号」を発行

平成8年11月 ・埼玉県精神科救急医療事業が実施
され専門病院として位置づけられる

平成9年1月 ・精神科急性期治療病棟（第2病棟）
の届出

平成9年4月 ・地域保健法完全実施により保健所
統廃合

・社会復帰において、就労準備コー
ス、一人暮らしコース、社会参加
コースの3コース体制を導入

・精神保健総合センターを新設

平成9年5月 ・「誤薬（ごやく）に注意運動」を
5・8・9・2月に実施

平成9年7月 ・第33回日本精神医学ソーシャル
ワーカー全国大会を埼玉県で実施

・市町村保健婦の相談技術向上を図
るため「相談研修」を開始

平成9年8月 ・全国自治体病院協議会精神科特別
部会を主催
・上尾中央総合病院と「リエゾン協
定」を締結

平成9年9月 ・精神科急性期治療病棟を第2病棟か
ら第3病棟への変更の届出

平成9年12月 ・精神保健福祉士法の成立

平成10年3月 ・「彩の国障害者プラン」
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診療局部門 地域保健局部門

埼玉県立精神保健総合センター国の精神保健福祉施策・
埼玉県の状況

平成10年4月 ・精神保健福祉法の施行

・県庁組織改正（衛生部と生活福祉
部が統合し、保健衛生部となる）

平成10年5月 ・薬物乱用防止五か年戦略を策定
（薬物乱用対策推進本部）

平成10年7月 ・外来患者の処方箋がすべて院外処
方となる

平成10年10月 ・ワークサンプリングによる「看護
業務量調査」開始

・埼玉県精神保健福祉協会事務局が
県庁から相談部に移管される

平成10年11月 ・外国語通訳ボランティア講座の開
始

平成11年1月 ・第1回精神保健福祉士国家試験実施

平成11年3月 ・インターネット上にセンターの
ホームページを開設

平成11月4月 ・福祉保健総合センターに福祉事務
所を統合

・こころの健康フェスティバルの開
催をセンター主導から地域主導に転
換

平成11年6月 ・精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律の一部改正

・精神保健福祉講座でホームヘル
パーを対象とした研修を開始

平成11年9月 ・「センター施設設備検討委員会」
設置

・「センター施設整備基本構想」策
定

平成12年3月 ・精神障害者社会復帰施設の設備及
び運営に関する基準（厚生省令）制
定
・保健所及び市町村における精神保
健福祉業務運営要領改正

平成12年4月 ・改正「精神保健福祉法」施行（一
部は平成4年4月施行）

平成12年6月 ・社会福祉事業法等改正

平成12年9月 ・関東甲信地区精神保健福祉連絡協
議会

平成12年11月 ・医療法改正（第4次）

平成12年12月 ・「施設内整備基本計画検討委員
会」開催

平成13年2月 ・「施設整備基本計画」策定

平成13年12月 ・「埼玉県立精神保健福祉センター
条例」制定

・青年期精神保健ケースマネジメン
トモデル事業開始

・「埼玉県立病院事業の設置等に関
する条例」改正

平成14年3月 ・「精神障害者社会復帰施設の設備
及び運営に関する基準」改正

・精神保健福祉センター運営要領改
正

・精神医療審査会運営マニュアル改
正
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国の精神保健福祉施策・埼玉県の状況 精神医療センター

平成14年4月 ・埼玉県病院局設置 ・診療部門を「埼玉県立精神医療センター」に改組
・県立4病院に地方公営企業法を全部適用 ・守屋裕文病院長就任
・平成11年改正の「精神保健福祉法」全面施行

平成14年10月 ・第61回日本公衆衛生学会が埼玉県で開催

平成15年1月 ・新病棟建設予定区域の埋蔵文化財発掘調査（～3月）

平成15年3月 ・「医療情報システム」稼働　院内LANが整備される
・第3病棟の4床室1室を個室4室に改修

平成15年7月 ・心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及
び観察等に関する法律交付
・薬物乱用防止新五か年戦略を策定（薬物乱用対策推進本
部）

平成15年10月 ・外来及び病棟の分煙室設置（～11月）

平成15年11月 ・埼玉県精神科救急医療事業開始
平成15年12月 ・（財）日本医療機能評価機構による病院機能評価を受審

平成16年3月 ・「心のバリアフリー宣言」

平成16年4月 ・埼玉県立病院経営健全化フォローアッププランの策定 ・（財）日本医療機能評価機構による認定（Ver.4）

平成16年8月 ・丸田俊彦病院長就任

平成16年9月 ・厚生労働省精神保健福祉対策本部「精神保健医療福祉の
改革ビジョン」

・新病棟起工式

平成16年10月 ・精神保健判定医等養成研修開始 ・新潟県中越地震にかかる埼玉県心のケア支援チームへ医
師、看護師派遣（～11月、川口町）

平成17年4月 ・「埼玉県立病院における医療安全管理体制に係る指針」
の通知（病院局経営管理課）

平成17年7月 ・心神喪失者等医療観察法施行

平成17年10月 ・障害者自立支援法交付
・精神保健福祉法改正

平成18年1月 ・新病棟引渡

平成18年4月 ・障害者自立支援法一部施行 ・医療安全管理室の設置及び専任の医療安全管理者の配置

・オーダリングシステム稼働
・新病棟及び第2外来開設

平成18年6月 ・医療法改正（第5次）

平成18年8月 ・杉山一病院長就任

平成18年9月 ・第3外来開設

平成18年10月 ・障害者自立支援法完全施行 ・心神喪失者等医療観察法に基づく指定通院医療機関に指
定

・自殺対策基本法施行
・埼玉県立病院経営健全化新フォローアッププランの策定

平成19年9月 ・障害者権利条約　日本政府署名
平成20年2月 ・心神喪失者等医療観察法に基づく鑑定入院医療機関の届

出

平成20年8月 ・第三次薬物乱用防止五か年戦略を策定（薬物乱用対策推
進本部）

・第34回地域連絡協議会開催にて心神喪失者等医療観察法
に関して承認

平成20年9月 ・埼玉県自殺対策連絡協議会「埼玉県自殺対策推進ガイド
ライン～かけがえのない命を守り支える～」策定

・心神喪失者等医療観察法に基づく特例措置入院の受入開
始

平成20年12月 ・（財）日本医療機能評価機構による病院機能評価
(Ver.5)を受審

平成21年2月 ・心神喪失者等医療観察法施設整備（案）の概要説明

平成21年3月 ・第2期埼玉県障害者支援計画策定
・埼玉県立病院経営健全化第3次フォローアッププランの
策定

平成21年4月 ・（財）日本医療機能評価機構による認定　病院機能評価

平成21年11月 ・医療観察法病棟建設予定地の埋蔵文化財発掘調査（～平
成22年3月）

平成22年2月 ・県議会で精神医療センター病床数の変更について議決

平成22年6月 ・第3病棟閉鎖

平成22年8月 ・医療観察法病棟の建設工事着工

平成22年10月 ・丸山地区役員総会において医療観察法病棟の整備につい
て説明

平成23年2月 ・第40回地域連絡協議会にて指定入院医療機関に関する動
向を説明

平成23年3月 ・東日本大震災避難所支援のため、さいたまスーパーア
リーナに医師、コ・メディカルを派遣
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国の精神保健福祉施策・埼玉県の状況 精神医療センター

平成23年4月 ・東日本大震災被災地支援のため、「心のケアチーム」派
遣に人材協力（～5月、福島県田村市・三春町）
・社団法人日本精神神経学会精神科専門医制度研修施設と
して認定（旧制度）

平成23年6月 ・「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に
関する法律」の成立（10月施行）

平成23年7月 ・「障害者基本法」一部改正
・社会保障審議会医療部会において、「精神疾患を医療計
画に追加すべき」との意見

平成23年8月 ・改正「障害者基本法」施行 ・「開設20周年記念誌　絆」発行

平成23年9月 ・医療観察法病棟開棟式

平成23年10月 ・医療観察法病棟開棟
・「合併症病棟」を「急性期病棟」、「急性期病棟」を
「救急病棟」に名称変更
・「埼玉県精神保健総合センター敷地内禁煙化推進本部」
設置

平成24年3月 ・埼玉県立病院アクションプランの策定（第4次経営健全
化計画　平成24年度～平成26年度）

平成24年4月 ・改正「障害者自立支援法」施行 ・敷地内全面禁煙化

平成24年5月 ・クロザピン使用開始

平成24年9月 ・医療安全管理者が専従となる

平成25年3月 ・埼玉県地域保健医療計画の策定（平成25年度～平成29年
度）

平成25年6月 ・精神保健福祉法の一部改正（平成26年4月施行）

平成25年8月 ・第四次薬物乱用防止五か年戦略を策定（薬物乱用対策推
進会議）

平成26年4月 ・改正「精神保健福祉法」施行 ・長尾眞理子病院長就任
・社団法人日本精神神経学会精神科専門医制度研修施設と
して認定（旧制度）

平成26年6月 ・「アルコール健康障害対策基本法」施行

平成26年9月 ・災害派遣精神医療チーム（DPAT）先遣隊の登録

平成26年10月 ・平成26年度アルコール・薬物依存関連学会合同学術総会

・第36回日本アルコール関連問題学会開催（大会長：成瀬
副病院長）

平成27年3月 ・埼玉県立病院経営改善アクションプランの策定（平成27
～29年度）
・埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例の制定

平成27年4月 ・依存症治療研究部の新設

平成27年9月 ・公認心理師法成立

平成27年10月 ・医療改正法による院内事故調査制度開始

平成27年11月 ・「薬物依存のある刑務所出所者等の支援に関する地域連
携ガイドライン」策定

平成27年12月 ・「埼玉県薬物乱用対策推進計画」策定 ・埼玉県警察本部長から犯罪被害者支援への協力について
感謝状の授与

平成28年1月 ・第1病棟、第2病棟の保護室改修工事（～3月）

平成28年4月 ・熊本地震被災地支援のためDPATを派遣（2チーム）

平成28年5月 ・「アルコール健康障害対策基本計画」策定

平成28年6月 ・「薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部執行猶予
に関する法律」施行

平成29年1月 ・第1病棟、第2病棟の病室改修工事（4人室の一部を2人室
へ）（～3月）

平成29年2月 ・フィリピン薬物対策支援に係るフィリピン保健省大臣に
よる視察

平成30年3月 ・「埼玉県アルコール健康障害対策推進計画」策定
・「埼玉県薬物乱用対策推進計画（第2次）」策定
・埼玉県災害派遣精神医療チーム（埼玉DPAT）派遣協定の
締結

平成30年4月 ・「埼玉県措置入院者退院後支援事業実施要綱」の施行 ・埼玉県依存症専門医療機関の指定
・埼玉県依存症治療拠点機関の指定
・日本専門医機構専門医制度精神科領域専門研修プログラ
ム（新専門医制度基幹施設）として認定

平成30年6月 ・埼玉県立病院のあり方検討委員会の設置

平成30年7月 ・JICAフィリピン薬物依存症治療研修員による視察
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国の精神保健福祉施策・埼玉県の状況 精神医療センター

平成30年9月 ・北海道胆振東部地震被災地支援のためDPATを派遣（１
チーム）
・国連アジア極東犯罪防止研修所第170回国際研修による
視察

平成30年10月 ・「ギャンブル等依存症対策基本法」施行
・埼玉県立病院のあり方検討委員会が県に「県立病院の経
営形態は地方独立行政法人が望ましい」旨等の報告書を提
出

平成30年12月 ・さいたま市依存症専門医療機関の指定
・さいたま市依存症治療拠点機関の指定

平成31年2月 ・県知事が県立病院の地方独立行政法人化を表明 ・全国児童青年医療施設協議会第49回研修会（主管施設）

・中華人民共和国広州白雲心理医院による視察

平成31年3月 ・埼玉県立法人準備委員会設置

平成31年4月 ・政策医療企画室、TQM推進室及び感染管理室の新設

令和元年5月 ・今後の県立病院に関するアドバイザリーボード設置 ・埼玉県立精神医療センター院内準備委員会設置
・埼玉県立病院法人準備委員会ワーキンググループ設置

令和元年9月 ・台風15号に係る被災地支援のため千葉県へDPATを派遣
（１チーム）
・台風19号に係る被災地支援のため県内医療機関へDPATを
派遣（１チーム）
・精神医療センターの在り方検討会議設置

令和2年2月 ・新型コロナウイルスに係る宿泊施設滞在者等への支援の
ためDPATを派遣
・JICAスリランカ違法薬物の使用防止強化に係る研修視察

令和2年3月 ・「埼玉県地方独立行政法人評価委員会条例」を議決
・「地方独立行政法人埼玉県立病院機構の定款を定めるこ
とについて」を議決

令和2年4月 ・新型コロナウイルス感染患者受入病床を割り当てられた
医療機関に指定
・新型コロナウイルス感染患者受入開始

令和2年7月 ・県立病院法人準備委員会中期計画・年度計画ワーキング
グループ設置

令和2年12月 ・「埼玉県病院事業の設置等に関する条例を廃止する等の
条例」を議決
・「地方独立行政法人埼玉県立病院機構に係る重要な財産
を定める条例」を議決
・「地方独立行政法人埼玉県立病院機構の中期目標を定め
ることについて」を議決
・「地方独立行政法人埼玉県立病院機構に承継させる権利
を定めることについて」を議決

令和3年4月 ・地方独立行政法人埼玉県立病院機構設立 ・地方独立行政法人埼玉県立病院機構埼玉県立精神医療セ
ンターに移管

・「埼玉県薬物乱用対策推進計画（第3次）」策定

令和3年9月 ・院内あり方検討会議を設置

令和4年3月 ・「埼玉県依存症対策推進計画」策定

令和4年7月 ・医療連携室を開設

令和4年9月 ・病院機構本部に埼玉県立精神医療センター在り方検討会
議準備委員会設置

令和4年12月 ・精神保健福祉法の一部改正（令和5年4月、令和6年4月施
行）
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第２節 施 設

名称 埼玉県立精神医療センター

所在地 埼玉県北足立郡伊奈町大字小室 番地

診療科目 精神科 児童･思春期精神科 内科 小児科 外科 歯科

病床数 床

病棟名 総病床数 個 室 床 室 床 室 保 護 室

第１病棟（急性期病棟） 床 室 室 室 室

第２病棟（依存症病棟） 床 室 室 室 室

第５病棟（児童・思春期病棟） 床 室 － － 室

第６病棟（救急病棟） 床 室 － － 室

第７病棟（医療観察法病棟） 床 室 － － 室

合 計 床 室 室 室 室

指定医療機関等

・心神喪失者等医療観察法指定入院医療機関

・指定自立支援医療機関（精神通院医療）

・心神喪失者等医療観察法指定通院医療機関

・被爆者一般疾病医療機関

・結核指定医療機関

・難病指定医療機関

・生活保護法指定医療機関

・応急入院指定病院

・埼玉県精神科救急医療体制整備事業常時対応施設

・埼玉県／さいたま市依存症治療拠点機関（アルコール健康障害・薬物依存症・ギャンブル等依存症）

・埼玉県／さいたま市依存症専門医療機関（アルコール健康障害・薬物依存症・ギャンブル等依存症）
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施設基準

・精神病棟入院基本料 対

・救急医療管理加算 ・

・看護補助加算

・療養環境加算

・精神科応急入院施設管理加算

・精神病棟入院時医学管理加算

・依存症入院医療管理加算

・医療安全対策加算 ・医療安全対策地域連携加算

・精神科救急搬送患者地域連携紹介加算

・精神科急性期医師配置加算

・精神科急性期医師配置加算 ロ

・精神科救急急性期医療入院料・看護職員夜間配置加算・精神科救急医療体制加算

・精神科急性期治療病棟入院料

・児童・思春期精神科入院医療管理料

・ニコチン依存症管理料

・こころの連携指導料（Ⅱ）

・薬剤管理指導料

・精神科退院時共同指導料 ・

・コンピューター断層撮影（ＣＴ撮影）

・通院・在宅精神療法 児童思春期精神科専門管理加算

・通院・在宅精神療法 療養生活環境整備指導加算

・通院・在宅精神療法 療養生活継続支援加算

・依存症集団療法 ・

・精神科作業療法

・治療抵抗性統合失調症治療指導管理料

・医療保護入院等診療料
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入口 
本
館
棟 

エネル
ギー棟 

体育館棟 

新
館
棟 

病
棟 

医療観察法病棟 

１、２F 第７病棟 
（医療観察法病棟） 

２F 第２病棟（依存症病棟） 
３F 第１病棟（急性期病棟） 

１F 第２外来・第３外来 
２F 第５病棟 

（児童・思春期病棟） 
３F 第６病棟（救急病棟） 

１F 第１外来 備蓄倉庫 

社会復帰棟 
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附属設備

（ ）本館棟、エネルギー棟

設 備 名 設置機器 数量 型式及び性能

電 気 設 備 受変電設備

非常用発電機

コージェネレーション設備

配電方式

受電設備容量

ディーゼル発電機

定格出力

動力 φ 及び

電灯 φ 及び

弱 電 設 備 電気時計

電話設備

ナースコール

水晶発振式親時計 台 子時計 台

電子交換機 局線 容量 回線 実装 回線

内線 容量 回線 実装 回線

電話器 台 ファックス 台

中継台 台

親機 台 台 台 台

押釦 個 子機 台 保護室用 台

呼出用 台

空 調 設 備 冷温水発生機

冷却塔

エアハンドリングユニット

パッケージエアコン

ファンコイル

ガス焚灯油焚併用型

冷凍能力

暖房能力

能力

給 排 水 設 備 受水槽

高置水槽

雨水槽

温水発生器

貯湯槽

容量 ㎥

容量 ㎥（飲料水用）容量 ㎥（雑用水用）

容量 ㎥ 集水面積 ㎥

無圧式 ヒーター出力

缶水容量 伝熱面積 ㎡

容量

医 療 ガ ス 設 備 医療用ガス 酸素、笑気、窒素、空気、吸引

防 災 設 備 誘導灯設備

自動火災報知器

スプリンクラー

ハロン消火設備

不活性ガス消火設備

消火用水槽

その他

避難口誘導灯 通路誘導灯

廊下誘導灯

受信機 型 級 × 受信機 型 級 ×

副受信機 型 級 × 副受信機 型 級 ×

副受信機 型 級 ×

発信機 空気管 差動スポット

定温スポット 煙感知器

ℓ × ヘッド

消火栓箱

室 室

室 室

容量 ㎥

避難袋 消火器

搬 送 設 備 エレベーター 寝台用、寝台兼車椅子用 名乗
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（ ）新館棟

設 備 名 設置機器 数量 型式及び性能

電 気 設 備 受変電設備

非常用発電機

配電方式

受電設備容量

ディーゼル発電機

動力 φ

電灯 φ 及び

弱 電 設 備 電気時計

電話設備

ナースコール

水晶発振式親時計 台 子時計 台

電話器 台 用基地局

親機 台 台

子機 台 トイレ浴室用押釦 個

保護室用 台 呼出用 台

空 調 設 備 冷温水発生機

冷却塔

エアハンドリングユニット

パッケージ

ファンコイル

全熱交換器

ガス焚型 冷凍能力 暖房能力

能力

給 排 水 設 備 受水槽

給水ポンプユニット

雨水槽

真空式温水機

貯湯槽

容量 ㎥

Φ× Φ× ℓ ×

（ 台ローテーション 台並列運転）

ガス焚 定格出力 伝熱面積 ㎡

容量

医 療 ガ ス 設 備 医療用ガス 酸素、空気、吸引

防 災 設 備 誘導灯設備

自動火災報知器

スプリンクラー

その他

避難口誘導灯 通路誘導灯

副受信機 型 級 ×

発信機 差動スポット 定温スポット

煙感知器

ヘッド

消火栓箱

消火器

搬 送 設 備 エレベーター 寝台用、寝台兼車椅子用 名乗
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（ ）医療観察法病棟

設 備 名 設置機器 数量 型式及び性能

電 気 設 備 受変電設備

非常用発電機

配電方式

受電設備容量

ディーゼル発電機

動力 φ

電灯 φ 及び

弱 電 設 備 電気時計

電話設備

ナースコール

子時計 台

電話機 台 用基地局

親機 台 台

子機 台 トイレ浴室用押釦 個

空 調 設 備 パッケージエアコン

全熱交換器

給 排 水 設 備 受水槽

給水ポンプユニット

ガス給湯器

容量 ㎥

Φ× Φ× ℓ ×

（単独交互ユニット）

瞬間式ガス湯沸器 加熱能力 号（ 号× ）

医 療 ガ ス 設 備 医療用ガス 酸素、吸引

防 災 設 備 誘導灯設備

自動火災報知器

スプリンクラー

その他

避難口誘導灯 通路誘導灯

副受信機 型 級 ×

発信機 差動スポット 定温スポット

煙感知器

ヘッド

消火栓箱

消火器

搬 送 設 備 エレベーター 乗用兼車椅子用 名乗
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主要備品

品 名 形 式 数量

〔検査〕

ポータブル脳波計

生化学自動分析装置

超音波診断装置

小型採血管準備装置

（日本光電）

（ロシュ・ダイアグノスティックス）

（日立製作所）

･ ･ （テクノメディカ）

〔放射線〕

全身用 線 装置

一般 線撮影装置

ポータブル撮影装置

（東芝メディカル）

（富士フイルムメディカル）

（日立メディコ）

〔体育館兼講堂、研修室等〕

システム （ナショナル）

〔新館調剤室〕

全自動錠剤分包機 Ⅱ （湯山製作所） １

〔新館洗浄室〕

高圧食器洗浄機 型（特） （キョードー） １

〔新館地下１階〕

ベッド消毒器 （アスカメディカル） １

〔事務局〕

医療情報システム一式

電子カルテシステム一式

（医療観察法）

ほか （ ）

ほか （富士通）

１

１

＊ 購入額 万円以上

職員公舎・宿舎

敷地面積 構造 建築面積 延べ面積 戸数 タイプ
戸当たり

の専有面積

職員公舎

（医師、世帯用）
㎡ 造 階建 ㎡ ㎡ 戸 ㎡

職員公舎

（変則勤務者、単身用）
㎡ 造 階建 ㎡ ㎡ 戸 ㎡

主要備品

品 名 型 式 数量

〔検査〕

ポータブル脳波計

生化学自動分析装置

超音波診断装置

小型採血管準備装置

（日本光電）

（ロシュ・ダイアグノスティックス）

（日立製作所）

･ ･ （テクノメディカ）

〔放射線〕

全身用 線 装置

一般 線撮影装置

ポータブル撮影装置

（東芝メディカル）

（富士フイルムメディカル）

（日立メディコ）

〔体育館兼講堂、研修室等〕

システム （ナショナル）

〔新館調剤室〕

全自動錠剤分包機 Ⅱ （湯山製作所） １

〔新館洗浄室〕

高圧食器洗浄機 型（特） （キョードー） １

〔新館地下１階〕

ベッド消毒器 （アスカメディカル） １

〔事務局〕

医療情報システム一式

電子カルテシステム一式

（医療観察法）

ほか （ ）

ほか （富士通）

１

１

＊ 購入額 万円以上

職員公舎・宿舎

敷地面積 構造 建築面積 延べ面積 戸数 タイプ
戸当たり

の専有面積

職員公舎

（医師、世帯用）
㎡ 造 階建 ㎡ ㎡ 戸 ㎡

職員公舎

（変則勤務者、単身用）
㎡ 造 階建 ㎡ ㎡ 戸 ㎡



― 16 ―

1　機構 令和4年4月1日現在　職員数

第1精神科

第2精神科

第5精神科
副病院長

第6精神科

第7精神科

外来・地域支援科

依存症治療研究部

検査部

栄養部

（臨床工学部）

薬剤部長 薬剤部

病院長 療養援助部長 療養援助部

第1病棟

第2病棟

第5病棟

副病院長 副部長 第6病棟
兼看護部長

第7病棟

外来

看護部付

TQM推進室長(副病院長が兼務)

感染管理室長(副病院長が兼務)

医療安全管理室長（副病院長が兼務） 医療安全管理室

総務・人事担当
事務局長 副局長

 兼管理部長兼企画部長 会計・用度担当
 兼医事部長

管財担当

医事・経営担当

注1 　職員数には再任用職員を含む。

　検査部は当センター職員3名のほか、埼玉県立がんセンター放射線技術部職員が兼務する。

　臨床工学部は、埼玉県立がんセンター臨床工学部職員が兼務する。

第３節　組　　織
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2　職員構成　　　　　

令和4年4月1日現在

部門

精神保健福祉士

公 認 心 理 師

看護 看 護 師

現員数（人）
内は管理職（内数）

職種

診療

作 業 療 法 士

管 理 栄 養 士

薬 剤 師

臨 床 検 査 技 師

診 療 放 射 線 技 師

臨 床 工 学 技 士

医 師

精神保健福祉指導職

一 般 事 務 職

設 備 職

機 械 職

合 計

事務

医 療 情 報 技 師

医 療 事 務 職
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幹 部 職 員 ・ 医 師

令和 年 月 日現在

職 名 氏 名 職 種

病院長

副病院長

（兼）外来統括部長 （兼）外来・地域支援科長

（兼）依存症治療研究部長 （兼）検査部長

（兼）栄養部長 （兼）臨床工学部長

（兼）感染管理室長 （兼）医療安全管理室長

副病院長

（兼）入院病棟統括部長 （兼） 推進室長

（兼）第 精神科科長

副病院長

（兼）看護部長 （兼） 推進室付部長

事務局長

療養援助部長

（兼） 推進室付部長

薬剤部部長

（兼） 推進室付部長

副局長

（兼）管理部長 （兼）企画部長 （兼）医事部長

長尾 眞理子

成瀬 暢也

黒木 規臣

福山 康恵

築地 良和

塚本 哲司

齋藤 恭子

熊谷 元一郎

医 師

医 師

医 師

看 護 師

一般事務職

精神保健福祉士

薬 剤 師

一般事務職

第 精神科

医長

第 精神科

科長

医員

第 精神科

科長

医長

〃

医員

第 精神科

科長

医長

医員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 精神科

科長

医長

〃

冨岡 悠

合川 勇三

清水 俊宏

牧野 和紀

鈴木 秀樹

田中 宏美

小川 真彦

田中 朋子

本間 昭博

矢野 洋之

池内 寛昌

八幡 拓実

森 智裕

水野 伸彦

三田 周平

栗原 郁奈子

山形 晃彦

門野 淳子

原田 誠

医 師

医 師

〃

医 師

〃

〃

〃

医 師

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

医 師

〃

〃
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第４節 運 営

基本原則

人権の擁護
精神障害者の個人としての尊厳を尊重し、人権を擁護しつつ、適正な運

営に努める。

関係機関・関係団体との連携
地域精神保健福祉の推進を図るため、地域の医療機関、保健所等の関係

諸機関及び関係団体と密接な連携を保ち、円滑な運営に努める。

精神保健福祉センターとの

一体的運営

両センター設置の理念を生かすため、各部門の連携を密にし、一体的、弾力

的な運営に努める。

紹介制
埼玉県における地域精神医療の中核施設としての役割を果たすため、精

神医療センターの利用に当たっては、医師からの紹介制とする。

精神保健福祉センターとの連携

＜精神保健福祉センターとの一体的運営＞

精神医療センターと精神保健福祉センターとは、相互に連携した一体的運営により、本県における地域

精神保健福祉推進の中核施設として、精神障害の発生予防、精神障害者の治療及び社会復帰訓練を総合的

に行い、県民の精神保健福祉の向上を図る。

診療部門 社会復帰部門 精神保健福祉部門

精

神

保

健

福

祉

セ

ン

タ

ー

 

医 療

精

神

医

療

セ

ン

タ

ー

福 祉

管理業務部

精神保健福祉部

社会復帰部
デイケア（通所）

精神科救急情報部
（精神科救急医療
体制整備事業

県

民
医療機関

保 健 所

直 接
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＜部門間の連携＞

精神保健福祉センターは、管理業務部、精神保健福祉部、社会復帰部及び精神科救急情報部の 部門で

構成されている。精神保健福祉センター各部門と精神医療センターの機能を有機的に関連付けるため、弾

力的な組織運営を行い、部門間相互の業務協力等、連携を緊密にし、一体的に運営している。

なお、両センターに関連する業務の調整は精神保健福祉センターが担当している。

全体
・部門間の協力が必要な事業等に関し内部会議を開催し連絡調整を行う。

・全体行事の運営に際し、実行委員会を組織し役割を分担する。

管理業務部関係
・精神医療審査会委員として職員を派遣する。

・精神保健福祉手帳・自立支援医療判定会委員として職員を派遣する。

精神保健福祉部関係

・保健所に対する技術協力を精神医療センターの医師とともに行い、その連絡調整を行う。

・社会復帰部利用者の処遇について、保健所と社会復帰部の連絡調整を必要に応じて行う。

・精神医療センター利用者のうち保健所に紹介のあった事例の処遇について、保健所と精

神医療センターとの連絡調整を行う。

・医療が必要と判断される相談者について、紹介制の原則の範囲で精神医療センターに引

き継ぐ。

・教育研修に当たり、必要に応じて社会復帰部及び精神医療センターの職員に講師を依頼

する。

・講師の派遣要請があった場合、適切な職員を派遣する。

社会復帰部関係
・利用者の処遇について、保健所との連絡調整を必要に応じて精神保健福祉部に依

頼する。

精神科救急情報部関係
・利用者の処遇について、保健所との連絡調整を必要に応じて精神保健福祉部に依頼

する。

精神医療センター関係

・保健所に対する技術協力を精神保健福祉センター部門の職員とともに行う。

・精神医療センター利用者のうち保健所に紹介のあった事例の処遇について、保健所との

連絡調整を必要に応じて精神保健福祉部に依頼する。

・医療が必要と判断される相談者について、精神保健福祉部から引き継ぐ。

顧問

精神医療センターの適正な運営のため、非常勤の顧問を招致し、指導及び助言を受けている。

埼玉県医師会副会長 廣澤 信作
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ア　管理運営に関するもの

名称 所掌事項

両センター連絡調整会議
精神医療センター及び精神保健福祉センターを一体的に運営するために必要な事項につい
て審議する。

運営会議 業務の円滑な遂行、患者サービスの向上などセンター運営に係る事項を審議する。

経営改善戦略会議
経営改善に関する事項について調査・分析及び検討を行い、経営の健全化に資することに
ついて審議する。

倫理委員会
病院で行われる研究等が、対象者の尊厳及び人権への配慮がなされ、適切に実施できるよ
う計画されているか審査する。

衛生委員会 職員の健康障害防止、健康保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。

職員倫理推進委員会
職員の公務員倫理の保持及び増進に関すること、汚職防止にかかる事務改善の推進に関す
ること、風通しのよい明るい職場作りに関すること。

看護職員負担軽減等改善委員会
看護職員の業務の負担軽減及び処遇改善について、勤務状況の把握、多職種からなる役割
分担等の検討、改善計画の作成および評価を行う。

院内あり方検討会議
県内における将来の精神科医療の在り方を見据え、今後の埼玉県立精神医療センターが果
たすべき役割、目指すべき姿・方向性、必要な機能をセンター内で検討する。

イ　業務に関するもの

名称 所掌事項

薬事委員会 常用医薬品の変更、治験用医薬品の使用及び医薬品の購入について審議する。

栄養管理委員会 患者給食の適切な栄養管理と円滑な運営を図るため審議、検討を行う。

褥瘡対策委員会
入院及び外来患者の褥瘡の発生予防、早期発見、適切な治療・処置のための対策を検討す
る。

栄養サポートチーム 患者に適切な栄養管理による栄養状態の改善を図るため審議、検討を行う。

保険委員会
保険診療に係る問題を協議し、診療報酬請求業務の適正かつ効率化に資することについて
審議する。

相談診療録等開示検討委員会
保有する診療録等の開示請求等があった場合に、 開示等の是非について適正かつ迅速な判
断を行う。

施設内感染対策委員会 感染管理と予防、発症等に迅速に対応し、感染対策体制を構築・改善する。

図書委員会
図書の購入及び福祉センターとの図書室の共同利用方法等図書室の管理運営について審議
する。

職員研修委員会
精神保健医療活動目標に沿った研修の計画、実施、評価等の研修に関する事項を審議す
る。

TQM推進室会議
職員個々のTQM（トータル・クオリティマネジメント）の意識の向上、各部門等での自主的
な取組みの推進を図り、病院全体の医療の質の向上に資することについて審議する。

4　内部会議
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名称 所掌事項

ADHD治療薬適正使用委員会
ビバンセカプセル等の覚醒剤原料の新規使用の適否、並びにビバンセカプセル等の覚醒剤
原料の事故等発生時の調査、対応を協議する。

医療情報システム委員会
医療情報システムに係る諸問題を調査・研究・協議し、医療サービスの適正化、効率化に
資することについて審議する。

病歴等管理委員会
職員に病歴管理及び診療録等の重要性を認識させ、適正な病歴、診療録及びX線フィルムの
管理並びに帳票の設計・変更に関する調整を行う。

行動制限最小化委員会
入院中で隔離拘束等の行動制限を実施している患者について、人権に最大限配慮してその
制限を最小にする。

サービス向上委員会 利用者に対するサービスの向上について総合的な検討を行う。

クリニカルパス推進委員会 使用中のクリニカルパスの見直しと、新たなクリニカルパスの作成を行う。

臨床検査適正委員会 臨床検査の安全性、正確性、経済性等について審議し、適正な維持運営を図る。

クロザリル適正使用委員会
クロザリルの新規使用の適否を審議するとともに、クロザリルの継続使用状況の評価を行
う。

虐待対応委員会
新たに認知された虐待事例について、児童虐待防止法に基づき児童相談所への通告などの
対応を検討する。

棚卸実施委員会 実地棚卸に関すること。

ウ　災害・事故時の防止に関するもの

名称 所掌事項

医療安全管理委員会 医療安全管理の体制を確保し、その推進を図る。

医療ガス安全管理委員会
医療ガス設備（診療の用に供する酸素・笑気ガス・窒素・吸引及び圧縮空気）の安全管理
に関すること。

防災対策委員会
火災等の災害を未然に防止する対策を講じるとともに、非常時の対応方法等について審議
する。

リスクマネジメント推進委員会 各部門の医療安全の推進を図る。

エ　備品・業者の選定に関するもの

名称 所掌事項

委託等契約業者選定委員会
契約の相手方となる業者の選定及び一般競争入札の参加資格に関し、必要な事項を審査す
る。

備品選定委員会 高額器械備品の購入及び賃借に係る機種の適正な選定について協議する。

診療材料等検討委員会 診療材料等の採用の適否、適正な使用等について検討する。
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地域医療機関等との連携

当センターの運営を円滑に行い、精神障害者の地域ケア体制の構築を推進するため、地域医療機関、保健所、

市町村等の諸機関と緊密な連携を図っている。

また、当センターに所属する精神保健指定医が精神保健福祉法第 条の に定められている診察及び判定等を行っ

ている。

なお、令和４年７月に地域医療機関、保健所との窓口として医療連携室を設置し、より緊密な連携を図って

いる。

（ ）医療機関

ア 技術協力等を通して保健所と地域医療機関との連携の強化を図り、地域医療機関の活用を第一とする。

イ 患者の住み慣れた地域での医療の継続を確保できるよう配慮し、社会復帰に向けた障害福祉サービス

等の利用を促進する。

ウ 医療機関相互の連携（病・病連携、病・診連携）では、医療の機能分化を図るとともに、役割分担の明

確化に努める。

（ ）保健所及び市町村

地域精神保健推進の中心的な機関である保健所及び市町村と緊密な連携を図り、患者の地域ケアの継続

を確保する。

（ ）福祉事務所、障害福祉事業所その他の関係機関・団体

患者の生活の自立の援助、地域ケアの継続の確保、地域精神保健の推進等を目的として、福祉事務所、

その他の関係機関・団体等と必要な連携を図る。

(4)　措置診察

ア　診察実施状況 （件）
　　  　 申請通報

　依頼機関 1次 2次 1次 2次 1次 2次 1次 2次 1次 2次 1次 2次 1次 2次

南 部 保 健 所

朝 霞 保 健 所

鴻 巣 保 健 所

坂 戸 保 健 所

狭 山 保 健 所

東 松 山 保 健 所

秩 父 保 健 所

本 庄 保 健 所

熊 谷 保 健 所

加 須 保 健 所

春 日 部 保 健 所

草 加 保 健 所

幸 手 保 健 所

さいたま市保健所

精神科救急情報センター

合　計

前 年 度

※出張による診察を含む

（再掲）
緊急措置
　診察

合　計病院管理者一般人 警察官 検察官 保護観察所の長 矯正施設の長

診察
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イ　診察の場所 （件）

ウ　判定及び入院の状況 （件）

診療

申請・通報 判定 要措置 措置不要 要措置 措置不要 要措置 措置不要

エ　診断別判定結果 （件）

要措置 措置不要 要措置 措置不要

(5)精神科病院等の実地審査への協力

医師

措置診察(1次/2次) (再掲)緊急措置診察

検察官通報（同法24条）

件数

6名

11件

(再掲)緊急措置診察２次診察 合　計

合 計

医 療 少 年 院

刑 務 所

少 年 鑑 別 所

保 健 所

その他（自宅）

１次診察診 察 の 場 所

当 セ ン タ ー

拘 置 所

警 察 署

他の精神科病院

保護観察所の長の通報（同法25条）

矯正施設の長の通報（同法26条）

精神科病院の管理者の届出（同法26条の2）

　　合　　　計

診　断　名

警察官通報（同法23条）

1次診察 2次診察 (再掲)緊急措置診察

一般人申請（精神保健福祉法第22条）

F0　 症状性を含む器質性精神障害

F1　 精神作用物質による精神及び行動の障害

F2　 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

F3　 気分（感情）障害

F4　 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害

F99　特定不能の精神障害

G40　てんかん

その他

合　　　計

F5　 生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群

F6　 成人のパーソナリティ及び行動の障害

F7　 知的障害（精神遅滞）

F8　 心理的発達の問題

F9　 小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害
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6 地元との連携 

精神保健総合センターの建設にあたっては、地元（伊奈町丸山地区）の住民の方々を中心とした対策協

議会との調整を経て、相互の理解と協力により開設に至った経緯がある。 

そこで、開設後も盆踊り大会や伊奈町の行事である消火栓操法大会、駅伝大会等を通じて、地元住民と

の連携を促進していた。 

令和4年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、いずれも開催されなかったが、引き続き地

元住民との連携を重視していく。 

なお、地元の方々との連絡・協議の場として、以下の10名の委員からなる「埼玉県精神保健福祉センタ

ー・精神医療センター地域連絡協議会」を定期的に設けているが、新型コロナウイルス感染症が急拡大し

ている状況を踏まえ、令和3年度と同様に開催を見送った。 

 

ア 役員名簿 
 

役 職 氏    名 職   名   等 

会 長 関口 大樹  伊奈町副町長 

委 員 

藤田 光夫  丸山区住民代表 

土橋 高幸  丸山区住民代表 

高田 晴彦  丸山区住民代表 

青木 えつ子  丸山区住民代表 

秋山 雄一  伊奈町企画課長 

野口 則晃  伊奈町健康増進課長 

成瀬 暢也  精神医療センター副病院長 

築地 良和  精神医療センター事務局長 

森 雅紀  精神保健福祉センター副センター長 

  

イ 直近の開催状況 
 

期  日 開催回数 協  議  事  項 会    場 

2020/10/19 第52回 

・精神保健福祉センターの運営状況について 

・精神医療センターの運営状況について 

・地域との交流状況について 

精神医療センター 

第2・3会議室 
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1　会計制度

　精神医療センターは令和３年度から地方独立行政法人に移行した。

2　令和４年度決算
（税抜）

決算額(円) 構成比(%) 決算額(円) 構成比(%)

入院収益 給与費

外来収益 材料費

その他医業収益 経費

保険等査定減 △ 250,079 減価償却費

研究研修費

営業外費用

営業外収益 財務費用

運営費負担金収益 雑支出

貸倒引当金戻入益 控除対象外消費税

財務収益

その他営業外収益

△ 67,842,744

△ 88,119,445

※　構成比は経常収益、経常費用に対する割合（臨時利益、臨時損失は含まない）

経常損益

純損益

資産見返負債戻入

臨時損失

固定資産除却損

臨時利益 その他臨時損失

営業損益

補助金等収益 一般管理費

第２章　経　　営

収益 費用

科目 科目

経常収益 経常費用

営業収益 営業費用

医業収益 医業費用

運営費負担金収益
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改善への取組

（ ）経営改善戦略会議

精神医療センターの経営改善に資するため「経営改善戦略会議」を設置し毎月、分析・検討を行っている。

＜主な分析・検討・報告事項＞

令和 年 月 ・令和 年度 月の運営状況（病棟・外来別 患者数・稼働額）

・医業収入・支出状況

・令和 年度 経営実績について

・経営改善スローガンと運営上の課題等について

令和 年 月 ・前月の運営状況（病棟・外来別 患者数・稼働額）

～令和 年 月 ・医業収入・支出状況

・経営改善スローガンと運営上の課題等について

＜地方独立行政法人埼玉県立病院機構 令和４年度 年度計画における各指標の実績＞

年度計画の指標 目標値 実績値 評 価

共

通

目

標

紹介率（％） Ａ

逆紹介率（％） Ａ

入院患者満足度（％） Ａ

外来患者満足度（％） Ａ

相談件数（件） Ｓ

ホームページ更新回数（回） Ｓ

クリニカルパス適用率（％） Ｂ

インシデント・アクシデント報告件数に占めるレベル０の割合（％） Ｂ

院内感染対策委員会開催回数（回） Ａ

職員満足度（％） Ｂ

新規外来患者数（人） Ｓ

病床利用率（％） Ｂ

材料費対医業収益比率（％） Ｂ

後発医薬品の割合（数量ベース）（％） Ａ

独

自

目

標

依存症プログラムの年間参加延べ人数（人） Ｂ

依存症治療拠点機関・専門医療機関としての講師派遣件数（件） Ａ

依存症治療拠点機関・専門医療機関としての研修開催参加施設団体（団体） Ｓ

児童思春期入院患者の実患者数（人） Ｂ

精神科救急対応年間延べ患者数（人） Ｃ

クロザピン処方実患者数（人） Ａ

診療所等入院要請受入延べ患者数（人） Ｓ

保健所への技術協力への医師の参加回数（回） Ｃ

精神疾患に係る時間外、休日又は深夜における入院件数（件） Ａ

ＴＱＭ推進だよりの発行回数 Ａ

評価（ 段階）の基準

Ｓ：目標値の ％以上 Ａ：目標値の ％以上 ％未満 Ｂ：目標値の ％以上 ％未満

Ｃ：目標値の ％以上 ％未満 Ｄ：目標値の ％未満
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（ ）患者満足度調査

より良い医療サービスを提供していくために、アンケートを実施し、患者や保護者の方の率直な御意見を伺い

病院の改善に役立てている。

（ ）経営改善スローガン

部署ごとに経営改善スローガンを掲げ、運営上の課題、経営目標、目標数値、目標達成のために向けた戦略を設

定し、毎月の会議で報告及び分析を行い、連携して経営改善の取り組みを行っている。

＜令和４年度 各部署の経営改善スローガン＞

部署 経営改善スローガン

第１病棟 「上昇志向宣言」－挑戦はとまらない－

第２病棟

外来・地域との連携を強化し、個々の回復に向けた治療を提供する。関連医療機関・施設との連

携を深め、病床利用率を維持する。新型コロナ感染症患者受け入れに伴う後方支援（転棟）を行

う。 病棟（児童思春期病棟）の後方支援を行う。

第５病棟 患者中心の医療提供と経営参画の両立

第６病棟 断らない 病棟！

第７病棟 多職種チームで安全な医療を提供しよう

外来 「ようこそ外来につなげよう！」

医療連携室 「新しい病院の顔」

依存症治療研究部 新たにゲーム依存など依存症治療の質を高める研究を通して当センターの臨床に寄与する。

療養援助部 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組むとともに、病院経営に貢献する。

検査部 正確な検査からの貢献度アップを目指す

薬剤部 薬物療法の適正化と経営改善への寄与

栄養部
１．安全で安心な、おいしい食事で「身体と心」に栄養を・・・

２．入院中、退院時、通院時それぞれに適した食事、食生活を提案します。

看護部 「アンレス アクション」～看護の心と経営感覚を両立させた看護管理～

医療安全管理室 チームワークを高めて医療の質と安全性の向上を図る

医事・経営担当 変化に柔軟に対応し、医療の質向上をサポートする
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2　外来患者状況

(1)月別外来患者数 (人)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

初診

再診

初診

再診

精
神
科

歯
　
科

計

1日平均

第第３３章章 診診 療療

第第１１節節 外外 来来

外来の機能

当センターは、患者一人一人に対して適切な治療を提供し必要な治療を継続 すること、精神

疾患の再発の予防に努めること、生活障害の軽減及び の改善を促し地域生活の向上に努め

ることを目標に診療を行っている。また、県立の精神科病院の役割として、民間の精神科病院

では治療の難しい重症の患者、アルコール・薬物依存症患者、児童思春期の患者、措置入院・

応急入院などの精神科救急患者、医療観察法に基づく患者などに対して、入院・外来治療を行

うことを運営方針としている。

第１外来（一般成人外来）は、児童思春期及び精神科救急以外の中学校卒業以降の成人患者、

アルコール・薬物依存 症患者、医療観察法通院処遇決定者、退院後の経過観察が必要な患者等

に対して外来診療を提供している。依存症治療に関しては、個別の診療に加え 、対処技能や新

たな生き方を身につけるために集団療法を行っている。アルコール依存症に関しては外来ミー

ティング、薬物依存症に関しては依存症集団療法（ ）、家族の方に向けては家族教室を実

施している。また、セカンドオピニオン外来、ネット依存症外来のほか、依存症治療拠点機関

として、ギャンブル障害の診療やプログラムを行っている。さらに、ストーカー加害者に対す

る支援協力病院にも位置付けられ、受診前相談後に治療を要する患者の診療を行っている。

第２外来（児童思春期外来）は、小学生・中学生を対象とし、一般的な精神疾患に加え発達

障害の二次障害を主訴とする患者を受け入れている。患児が家庭から社会に適応していくため

の支援として、外来集団療法（外来グループ）を、発達障害の患児を持つ家族に対して家族教

室を実施している。また、 （注意欠如・多動症）の患児を持つ親に対して、ペアレントト

レーニングを実施している。

第３外来（精神科救急外来）は、埼玉県精神科救急医療体制整備事業の常時対応施設として、

措置診察、外来診療および緊急入院の受け入れを行っている。

初診は、原則として紹介・予約制で、主に療養援助部職員が電話にて受け付けている。また、

修正型電気けいれん療法については患者・家族と受診前相談を実施し、医師及び療養援助部職

員が受診前の患者の抱える問題を的確に把握するよう努めている。
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各外来の取り組み

（ ）第 外来

一般成人を対象とした通常の外来診療を行っている。依存症患者に対しては、一般的に治療

継続が難しいことから、「ようこそ外来」と称して、治療から脱落しないよう配慮した対応を

行っている。その他、通院患者が治療継続できるようにきめ細かな対応を心がけている。

また、医療観察法指定通院医療機関としての役割、依存症関連の集団プログラムや家族教室

の実施、ネット依存症外来、セカンドオピニオン外来を行っている。

○医療観察法指定通院医療機関としての役割

・運営会議：医療観察法外来通院運営会議として、毎月第 木曜日に医師・看護師・精神保

健福祉士・公認心理師・医事・経営担当職員で実施している。

・ケア会議：保護観察所が招集する個々の対象者に関するケア会議に参加し、対象者及び家

族や地域関係職員と処遇について協議している。

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

医 観 法 患 者 実 数 人

通 院 診 察 延 べ 人 数 人

模 擬 受 診 人

運 営 会 議 回

ケ ア 会 議 回

院 内 ケ ア 会 議 回

院 外 ケ ア 会 議 回

○依存症外来プログラム

＜外来アルコールミーティング＞

毎週木曜日の ～ 、依存症の外来通院患者を対象に、外来看護師が実施している。

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

回 数 回

参 加 者 数 人

＜依存症外来勉強会＞

依存症外来通院患者を対象に、依存症の基礎知識を身につけることを目的に医師、外来看護

師、依存症担当の療養援助部職員が実施していたが令和 年度から廃止した。

＜薬物依存症再発予防プログラム（ ）＞

毎週水曜日 ～ 、薬物依存症の外来通院患者を対象に、外来看護師、療養援助部職

員が依存症集団療法を実施している。

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

回 数 回

参 加 者 数 人
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＜ギャンブル障害プログラム＞

第 木曜日 ～ 、ギャンブル障害の外来通院患者と第 病棟入院患者を対象に外

来看護師、第 病棟看護師、療養援助部職員が実施している。

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

回 数 回 休

参 加 者 数 人 休

＜アルコール依存症家族教室＞

年に クール クール 回）火曜日 ～ 、アルコール依存症患者をもつ家族を対

象に、埼玉県立精神保健福祉センターと共催で第 病棟看護師と依存症担当の療養援助部職員

が実施している。

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

回 数 回

参 加 者 数 人

＜薬物依存症家族教室＞

年に クール（ クール 回）水曜日 ～ 、薬物依存症患者をもつ家族を対象に、

精神保健福祉センターと共催で第 病棟看護師と依存症担当の療養援助部職員が実施してい

る。

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

回 数 回

参 加 者 数 人

＜ネット依存症外来＞

成人のインターネット依存症者を対象に専門外来を行っている。家族のみの相談も行える

体制をとっている。

○セカンドオピニオン外来

他の医療機関で治療中の患者及び家族を対象に、当センター医師が標準医療の観点から意見

判断を提供し、治療の参考にしていただくことを目的に 行っている。利用は予約制で費用は全

額自費となる。

○修正型電気けいれん療法の受診前相談

他の医療機関からの紹介で修正型電気けいれん療法を希望される患者及び家族に対して、医

師及び療養援助部精神保健福祉士が受診前相談を行っている。

（ 件 ）

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度
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（ ）第２外来

小学生・中学生を対象とした児童思春期患者の専門外来であり、一般成人の外来とは別に診

察室を設けて診療を行っている。

○プログラム

＜家族教室＞

第 外来通院中、または第 病棟入院中の患者の家族を対象に、 クール 回で年 クール

実施している。児童思春期病棟担当看護師、医師、療養援助部職員が担当している。

＜外来集団療法（外来グループ）＞

児童思春期外来通院中の患者を対象に、毎週火曜日 ～ 、木曜日 ～ 、

実施している。児童思春期病棟担当看護師、医師、療養援助部職員が担当している。

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

回 数 回

外 来 患 者 参 加 数 人

入 院 患 者 参 加 数 人

参 加 数 合 計 人

＜ペアレントトレーニング＞

第 外来に通院している、または第 病棟に入院している小学生の （注意欠如・多動

症 の患者の親を対象に クール 回で年 クール実施している。外来担当看護師、児童思春

期病棟担当看護師、医師、療養援助部職員が担当している。令和 年度は参加者の応募が少な

かったため、実施しなかった。

（ ）第３外来

埼玉県精神科救急医療体制整備事業の常時対応施設として、措置診察、緊急措置診察、夜間

休日の緊急入院を要する患者の診療 のほか、警察に拘留中の患者に対する診察も行っている。

（ 件 ）

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 前 年 度

措 置 診 察 （ 総 数 ）

措 置 一 次 診 察

措 置 二 次 診 察

緊 急 措 置 診 察

＊ 措置 診 察 の件 数 は 、 当 セン タ ー の受 診 者 数 に 含ま な い 。
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（2）診療依頼者別対応結果：第１外来(成人一般・依存症）
 （件）

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

（略語）　療養：療養援助部

前

　
年

　
度

外

来

診

療

一

次

診

察

二

次

診

察

緊

急

措

置

診

察

対

診

対

象

外

・

条

件

不

適

満

床

そ

の

他

断った 保

留

（

連

絡

待

ち

等

）

取

消

・

予

約

変

更

等

助

言

・

情

報

提

供

等

そ

の

他

合

　
　
　
　
計

他

機

関

紹

介

入

院

待

機

警　　察

消　　防

児童相談所

教育機関

医療機関

本人・家族

保健所・
本庁

精神保健福
祉センター

さいたま市

市町村
(福祉･保健)

合計

受

診

前

援

助

受

付

診療予約

その他

小　計



― 37 ―

（3）診療依頼者別対応結果:第2外来（児童思春期）
 （件）

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

医師

療養

（略語）　療養：療養援助部

児童相談所

教育機関

その他

小　計

合計

消　　防

対

診

対

象

外

・

条

件

不

適

満

床

そ

の

他

医療機関

本人・家族

保健所・
本庁

精神保健福
祉センター

さいたま市

市町村
(福祉･保健)

警　　察

前

　
年

　
度

受

診

前

援

助

受

付

診療予約 入

院

待

機

他

機

関

紹

介

断った

外

来

診

療

一

次

診

察

二

次

診

察

緊

急

措

置

診

察

保

留

（

連

絡

待

ち

等

）

取

消

・

予

約

変

更

等

助

言

・

情

報

提

供

等

そ

の

他

合

　
　
　
　
計
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（4）来所経路（初診患者） (人)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

医 療 機 関
精 神 科 病 院

医 療 機 関
精神科 診療所

医　療　機　関
（他　　科）

保 健 所

精 神 科 救 急
情 報 セ ン タ ー

警 察

救 急 隊

学 校 ・
教 育 機 関

児 童 相 談 所

紹 介 な し

そ の 他

合 計

*患者数には、初診入院患者を含むが、職員及び歯科受診者は含まない。
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（5）初診時診断名 （人）

計 前年度

－ 上記以外の症状性を含む器質性精神障害

てんかん

*集計値には、初診入院患者及び歯科患者、職員患者を含まない。

統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

診　　　断　　　名

症状性を含む器質性精神障害

アルツハイマー病型認知症

血管性認知症

精神作用物質による精神及び行動の障害

アルコール使用による精神及び行動の障害

覚せい剤による精神及び行動の障害

アルコール、覚せい剤を除く精神作用物質使用による精神及び行動の障害

小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害

その他

合　　　　　　計

気分（感情）障害

神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害

生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群

成人のパーソナリティ及び行動の障害

知的障害（精神遅滞）

心理的発達の障害

詳細不明の精神障害
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（6）時間外診療依頼者別対応結果
（件）

合 計

市町村(福祉･保健)

警 察

消 防

児 童 相 談 所

教 育 機 関

そ の 他

さ い た ま 市

取

消

・

予

約

変

更

等

助

言

・

情

報

提

供

等

そ

の

他

合

　
　
　
　
計

そ

の

他

医 療 機 関

本 人 ・ 家 族

保健所・本庁

精神科救急情報センター

断った 保

留

（

連

絡

待

ち

等

）

対

象

外

・

条

件

不

適

満

床

前

　
年

　
度

受

診

前

援

助

受

付

診療予約 入

院

待

機

他

機

関

紹

介

外

来

診

療

一

次

診

察

二

次

診

察

緊

急

措

置

診

察

対

診
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（7）時間外診療実績
（件）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

外来

入院

計

外来

入院

計

外来

入院

計

（8）時間外時間帯別診療実績
（件）

外来

入院

計

外来

入院

計

外来

入院

計

（9）時間外入院患者の入院形態
（件）

初
診

再
診

合
計

平日

準夜帯(17:15～22:00)

休日 平日

合 計再 診初 診

合 計

措 置 入 院

緊 急 措 置 入 院

応 急 入 院

医 療 保 護 入 院

任 意 入 院

初
診

再
診

合
計

そ の 他 の 入 院

深夜帯(22:00～8:30)

休日
計

日勤帯

休日
前年度
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1　 入院患者状況

（1）月別入退院患者数 (件)

患者数 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

入 院

退 院

転 入

転 出

月末在院 － －

入 院

退 院

転 入

転 出

月末在院 － －

入 院

退 院

転 入

転 出

月末在院 － －

入 院

退 院

転 入

転 出

月末在院 － －

入 院

退 院

転 入

転 出

月末在院 － －

入 院

退 院

月末在院 － －

合
計

第第２２節節　　入入　　　　院院

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟
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（2）患者数の推移

入院 退院 延べ １日平均

患者数（人） 病床使用率
（％）

平均在院日数
（日）

病床使用率の推移

在院患者数の推移

延べ １日平均

人 人
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（3）疾患別分類 
(人)

第１病棟 第２病棟 第５病棟 第６病棟 第７病棟 計 前 年 度

症状性を含む器質性精神障害

アルツハイマー病型認知症

血管性認知症

F02－F09
上記以外の症状性を含む器質
性精神障害

精神作用物質による精神及び
行動の障害

アルコール使用による精神及
び行動の障害

覚せい剤による精神及び行動
の障害

アルコール、覚せい剤を除く
精神作用物質使用による精神
及び行動の障害

統合失調症、統合失調症型障
害及び妄想性障害

気分（感情）障害

神経症性障害、ストレス関連
障害及び身体表現性障害

生理的障害及び身体的要因に
関連した行動症候群

成人のパーソナリティ及び行
動の障害

知的障害（精神遅滞）

心理的発達の障害

小児期及び青年期に通常発症
する行動及び情緒の障害

詳細不明の精神障害

てんかん

前 年 度

診　　　断　　　名

そ の 他

合 計
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（6）保健所別診断名
（人）

さ
い
た
ま
市

川
口
市

朝
　
霞

南
　
部

鴻
　
巣

川
越
市

越
谷
市

坂
　
戸

狭
　
山

東
松
山

秩
　
父

本
　
庄

熊
　
谷

加
　
須

春
日
部

草
　
加

幸
　
手

そ
の
他

県
外

計

前

年

度

症状性を含む器質性精神障害

アルツハイマー病型認知症

血管性認知症

F02－F09
上記以外の症状性を含む器質
性精神障害

精神作用物質による精神及び
行動の障害

アルコール使用による精神及
び行動の障害

覚せい剤による精神及び行動
の障害

アルコール、覚せい剤を除く
精神作用物質使用による精神
及び行動の障害

統合失調症、統合失調症型障
害及び妄想性障害

気分（感情）障害

神経症性障害、ストレス関連
障害及び身体表現性障害

生理的障害及び身体的要因に
関連した行動症候群

成人のパーソナリティ及び行
動の障害

知的障害（精神遅滞）

心理的発達の障害

小児期及び青年期に通常発症
する行動及び情緒の障害

詳細不明の精神障害

てんかん

前 年 度

そ の 他

合 計

診断名

保健所
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（7）入院形態

　ア　入院時 (人)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

任 意 入 院

医療保護入院

措 置 入 院

緊急措置入院

応 急 入 院

その他の入院

医療観察法

合 計

　イ　病棟別 (人)

任 意 入 院

医療保護入院

措 置 入 院

緊急措置入院

応 急 入 院

その他の入院

医療観察法

合 計

　ウ　形態変更を含む (人)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

任 意 入 院

医療保護入院

措 置 入 院

緊急措置入院

応 急 入 院

その他の入院

医療観察法

合 計

　エ　退院時 (人)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

任 意 入 院

医療保護入院

措 置 入 院

緊急措置入院

応 急 入 院

その他の入院

医療観察法

合 計

計 前年度１病棟 ２病棟 5病棟 ６病棟 ７病棟
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（8）費用負担（月末在院患者数） (人)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（9）在院期間

　ア　退院患者（月別） （人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

日 以 内

日 以 上 ～ 日 以 内

日 以 上 ～ 日 以 内

日以上～ 日以内

日 以 上 ～ 年 以 内

年 超

合　　　　　計

　イ　退院患者（病棟別） （人）

日 以 内

日 以 上 ～ 日 以 内

日 以 上 ～ 日 以 内

日以上～ 日以内

日 以 上 ～ 年 以 内

年 超

合　　　　　計

　ウ　月末在院患者 （人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 前年度

日 以 内

日 以 上 ～ 日 以 内

日以上～ 日以内

日 以 上 ～ 年 以 内

年 超

合　　　　　計

合計 前年度1病棟 2病棟 5病棟 6病棟 7病棟

精 神 保 健 福 祉 法

被 用 者 保 険

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

結 核 入 院

合 計

生 活 保 護 法

児 童 福 祉 法

医 療 観 察 法

鑑 定 入 院

全 額 自 費
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　エ　平均在院日数 （日）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 平均 前年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 平均 前年度

平均在院患者数
(人)

病 床 利 用 率
(％)

平均在院患者数
(人)

病 床 利 用 率
(％)

平均在院患者数
(人)

病 床 利 用 率
(％)

平均在院患者数
(人)

病 床 利 用 率
(％)

平均在院患者数
(人)

病 床 利 用 率
(％)

平均在院患者数
(人)

病 床 利 用 率
(％)

＊退院日の患者も在院患者数に計上している。

病 棟

全 病 棟 平 均

病 棟

病 棟

病 棟

病 棟

上 記 病 棟 の 平 均

（10）病床利用

合
計

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

病床利用率

病棟 病棟 病棟 病棟 病棟 合計

（％）
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（11）処置状況 （人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 平均

保護室

個室施錠　有

個室施錠　無

処置室

身体拘束

患者数

保護室

個室施錠　有

個室施錠　無

処置室

身体拘束

患者数

保護室

個室施錠　有

個室施錠　無

処置室

身体拘束

患者数

保護室

個室施錠　有

個室施錠　無

処置室

身体拘束

患者数

保護室

個室施錠　有

個室施錠　無

処置室

身体拘束

患者数

保護室

個室施錠　有

個室施錠　無

処置室

身体拘束

患者数

保護室

個室施錠　有

個室施錠　無

処置室

身体拘束

患者数

病
棟

小
計
（

７
病
棟
を
除
く
）

全
体

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟
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（12）入院時入室別状況 （人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

①保護室

②個室(施錠)

③個室(施錠無し)

④処置室

保護室等計

①保護室

②個室(施錠)

③個室(施錠無し)

④処置室

保護室等計

①保護室

②個室(施錠)

③個室(施錠無し)

④処置室

保護室等計

①保護室

②個室(施錠)

③個室(施錠無し)

④処置室

保護室等計

①保護室

②個室(施錠)

③個室(施錠無し)

④処置室

保護室等計

①保護室

②個室(施錠)

③個室(施錠無し)

④処置室

保護室等計

①保護室

②個室(施錠)

③個室(施錠無し)

④処置室

保護室等計

病
棟

一　　般　　室

保
護
室
等

小計(一般･①～④の計）

病
棟

一　　般　　室

保
護
室
等

小計(一般･①～④の計）

病
棟

一　　般　　室

保
護
室
等

小計(一般･①～④の計）

病
棟

一　　般　　室

保
護
室
等

小計(一般･①～④の計）

全
体

一　　般　　室

保
護
室
等

合計(一般･①～④の計）

病
棟

一　　般　　室

保
護
室
等

小計(一般･①～④の計）

小
計
（

７
病
棟
を
除
く
）

一　　般　　室

保
護
室
等

小計(一般･①～④の計）
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（13）病棟別安静度 （人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

安 静 度 Ⅰ

比 率

安 静 度 Ⅱ

比 率

安 静 度 Ⅲ

比 率

安 静 度 Ⅳ

比 率

小 計

安 静 度 Ⅰ

比 率

安 静 度 Ⅱ

比 率

安 静 度 Ⅲ

比 率

安 静 度 Ⅳ

比 率

小 計

安 静 度 Ⅰ

比 率

安 静 度 Ⅱ

比 率

安 静 度 Ⅲ

比 率

安 静 度 Ⅳ

比 率

小 計

安 静 度 Ⅰ

比 率

安 静 度 Ⅱ

比 率

安 静 度 Ⅲ

比 率

安 静 度 Ⅳ

比 率

小 計

安 静 度 Ⅰ

比 率

安 静 度 Ⅱ

比 率

安 静 度 Ⅲ

比 率

安 静 度 Ⅳ

比 率

合 計

病
棟

全
体

病
棟
を
除
く

病
棟

病
棟

病
棟
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（ ）退院先 （人）

自宅

施設

転院

死亡 その他 計 前年度

家族同居 単身 精神科 一般科

（ ）精神科病院からの転入院受け入れ実績 （人）

入院形態

理由
措置入院 その他の入院形態 合 計 前年度

中 毒 性 精 神 障 害

治 療 困 難 事 例

身 体 合 併 症

合 計

埼玉県精神科救急医療体制整備事業への協力

埼玉県の精神科救急医療体制は、昭和 年に施行された精神保健法に新たに規定された「応急入院制度」に基

づき、応急入院指定病院を指定したことに始まり、平成 年 月からは、措置入院制度の円滑な運営を図るため、

県がその一部を埼玉県精神科病院協会に委託して、輪番病院制による「埼玉県精神科緊急医療事業」が実施され

た。

県はこの体制を段階的に整備し、平日昼間のみ実施されてきた「緊急医療事業」を土・日・祝日の昼間にも拡

大した。併せて土・日・祝日における措置入院患者以外の精神科救急を要する患者のために「埼玉県精神科救急

医療事業」を平成 年 月から実施し、平成 年 月、埼玉県精神科救急情報センター開設に伴い両事業の見直

しが行われた。「埼玉県精神科救急医療システム整備事業」となり、さらに平成 年 月から国の要綱改正に伴

い「埼玉県精神科救急医療体制整備事業」として実施している。

当センターは、緊急医療事業の開始当初から「専門病院」と位置づけられ、輪番病院では対応困難な患者を受

け入れる後方病院として協力してきた。さらに平成 年 月からは常時対応施設として、毎日空床を確保し、患

者の受け入れを行っている。

（ ）退院先 （人）

自宅

施設

転院

死亡 その他 計 前年度

家族同居 単身 精神科 一般科

（ ）精神科病院からの転入院受け入れ実績 （人）

入院形態

理由
措置入院 その他の入院形態 合 計 前年度

中 毒 性 精 神 障 害

治 療 困 難 事 例

身 体 合 併 症

合 計

埼玉県精神科救急医療体制整備事業への協力

埼玉県の精神科救急医療体制は、昭和 年に施行された精神保健法に新たに規定された「応急入院制度」に基

づき、応急入院指定病院を指定したことに始まり、平成 年 月からは、措置入院制度の円滑な運営を図るため、

県がその一部を埼玉県精神科病院協会に委託して、輪番病院制による「埼玉県精神科緊急医療事業」が実施され

た。

県はこの体制を段階的に整備し、平日昼間のみ実施されてきた「緊急医療事業」を土・日・祝日の昼間にも拡

大した。併せて土・日・祝日における措置入院患者以外の精神科救急を要する患者のために「埼玉県精神科救急

医療事業」を平成 年 月から実施し、平成 年 月、埼玉県精神科救急情報センター開設に伴い両事業の見直

しが行われた。「埼玉県精神科救急医療システム整備事業」となり、さらに平成 年 月から国の要綱改正に伴

い「埼玉県精神科救急医療体制整備事業」として実施している。

当センターは、緊急医療事業の開始当初から「専門病院」と位置づけられ、輪番病院では対応困難な患者を受

け入れる後方病院として協力してきた。さらに平成 年 月からは常時対応施設として、毎日空床を確保し、患

者の受け入れを行っている。

（ ）退院先 （人）

自宅

施設

転院

死亡 その他 計 前年度

家族同居 単身 精神科 一般科

（ ）精神科病院からの転入院受け入れ実績 （人）

入院形態

理由
措置入院 その他の入院形態 合 計 前年度

中 毒 性 精 神 障 害

治 療 困 難 事 例

身 体 合 併 症

合 計

埼玉県精神科救急医療体制整備事業への協力

埼玉県の精神科救急医療体制は、昭和 年に施行された精神保健法に新たに規定された「応急入院制度」に基

づき、応急入院指定病院を指定したことに始まり、平成 年 月からは、措置入院制度の円滑な運営を図るため、

県がその一部を埼玉県精神科病院協会に委託して、輪番病院制による「埼玉県精神科緊急医療事業」が実施され

た。

県はこの体制を段階的に整備し、平日昼間のみ実施されてきた「緊急医療事業」を土・日・祝日の昼間にも拡

大した。併せて土・日・祝日における措置入院患者以外の精神科救急を要する患者のために「埼玉県精神科救急

医療事業」を平成 年 月から実施し、平成 年 月、埼玉県精神科救急情報センター開設に伴い両事業の見直

しが行われた。「埼玉県精神科救急医療システム整備事業」となり、さらに平成 年 月から国の要綱改正に伴

い「埼玉県精神科救急医療体制整備事業」として実施している。

当センターは、緊急医療事業の開始当初から「専門病院」と位置づけられ、輪番病院では対応困難な患者を受

け入れる後方病院として協力してきた。さらに平成 年 月からは常時対応施設として、毎日空床を確保し、患

者の受け入れを行っている。

（ ）退院先 （人）

自宅

施設

転院

死亡 その他 計 前年度

家族同居 単身 精神科 一般科

（ ）精神科病院からの転入院受け入れ実績 （人）

入院形態

理由
措置入院 その他の入院形態 合 計 前年度

中 毒 性 精 神 障 害

治 療 困 難 事 例

身 体 合 併 症

合 計

埼玉県精神科救急医療体制整備事業への協力

埼玉県の精神科救急医療体制は、昭和 年に施行された精神保健法に新たに規定された「応急入院制度」に基

づき、応急入院指定病院を指定したことに始まり、平成 年 月からは、措置入院制度の円滑な運営を図るため、

県がその一部を埼玉県精神科病院協会に委託して、輪番病院制による「埼玉県精神科緊急医療事業」が実施され

た。

県はこの体制を段階的に整備し、平日昼間のみ実施されてきた「緊急医療事業」を土・日・祝日の昼間にも拡

大した。併せて土・日・祝日における措置入院患者以外の精神科救急を要する患者のために「埼玉県精神科救急

医療事業」を平成 年 月から実施し、平成 年 月、埼玉県精神科救急情報センター開設に伴い両事業の見直

しが行われた。「埼玉県精神科救急医療システム整備事業」となり、さらに平成 年 月から国の要綱改正に伴

い「埼玉県精神科救急医療体制整備事業」として実施している。

当センターは、緊急医療事業の開始当初から「専門病院」と位置づけられ、輪番病院では対応困難な患者を受

け入れる後方病院として協力してきた。さらに平成 年 月からは常時対応施設として、毎日空床を確保し、患

者の受け入れを行っている。
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第３節 病 棟

第１病棟

＜病棟機能＞

● 精神科急性期治療病棟入院料 算定可能な急性期病棟である。

● 主に急性期の集中的な治療を要する精神疾患患者を対象に、修正型電気けいれん療法を目的とした患者等を受

け入れている。

● 感染症（結核・新型コロナウイルス感染症等）を合併した患者を治療する専用病室を備えている。

＜病床数＞ ＜スタッフ＞

保護室 床

個 室 床

床室 床

床室 床

計 床

＜活動報告＞

プログラム 内容 開催 回数 患者数 スタッフ

患者ミーティング

（ふれあいの会）

入院集団精神療法

他者（他患者・病院スタッフ）との交流を通し、

対人関係を学ぶことを目的としている。

月 回

レクリエーション

精神科作業療法

変化の少ない入院生活において、季節の行事や調

理 等を行い入院生活の楽しみ、気分転換の機

会にもなっている。

月 回

＜まとめ＞

令和 年度は感染症専用病床で 陽性患者を 名受け入れた。また、修正型電気けいれん療法を 件

施行し、合併症割合は全体の約 ％であった。

上半期は、精神病棟入院基本料 対 としての基準を遵守できるように、多職種連携と情報共有を推進した。下

半期は、精神科急性期治療病棟入院料 の算定に変更となり、家族を含めた生活支援を視野に入れた退院支援をチ

ームで実践している。以下に、令和 年度の取り組み状況を述べる。

救急病棟の後方支援病棟としての役割と他病棟からの患者受け入れ

当病棟は救急病棟 第 病棟 の後方支援としての役割を果たす必要がある。今年度は、 陽性患者を受

け入れつつ、第 病棟から 名の患者を受け入れた。病床利用率は ％と前年度より上昇し、病棟状況に応じ

た転出入は多職種連携のもとスムーズに行えた。

医 師 人 （兼務 人）

看護師 人

精神保健福祉士 人 （兼務 人）

公認心理師 人 （兼務 人）

作業療法士 人 （兼務 人）
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安全な病棟運営

昨年度に引き続き、 陽性患者の受け入れに伴う感染対策を徹底し、病棟内二次感染の発生はなかった。

転倒・転落は 件の事象があり、年齢に関係なく発生しており、転倒リスク評価の方法やタイミング、予防対策

を検討した。
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第２病棟

＜病棟機能＞

● アルコール依存症・薬物依存症・ギャンブル依存症等の治療を行う専門病棟である。

● 依存症治療の動機づけや断酒・断薬を継続するための集団プログラムの実施、自助グループやリハビリ

テーション施設のプログラムの活用により、回復のための援助を行う。

＜病床数＞ ＜スタッフ＞

保護室 床

個 室 床

床室 床

床室 床

計 床

＜活動報告＞

プログラム 回数 回
参加人数 人

患者 医師 看護師 療養援助

レクリエーション

スマイルイベント

ダルクメッセージ

フリッカメッセージ

マックメッセージ

作業療法

ウォーキング

ヨガ・瞑想

（再発予防プログラム）

勉強会

断酒会メッセージ

メッセージ

メッセージ

残棟プログラム

集団栄養指導

酒歴・薬歴発表

医 師 人

看護師 人

精神保健福祉士 人

公認心理師 人 （兼務 人）

作業療法士 人
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プログラム 回数 回
参加人数 人

患者 医師 看護師 療養援助

参加（下落合）

鑑賞

テキストミーティング

スタッフ合同ミーティング

年末ミーティング

ニューイヤーミーティング

＜まとめ＞

病床利用状況

病床利用率は の目標に対し、 であり目標値に近い数値であった。これは、今年度経営への具体的参

画として病床利用率の向上を病棟目標に掲げ、緊急入院と他病棟からの転入（ 病棟の後方病棟として依存症患

者以外の受け入れも積極的に行う）を柔軟に受け入れたことが主な要因であると考える。

実践力の強化

行動制限最小化の推進として、「保護室の安全な物品管理に関する基準作成」に取り組んだ。病院マニュアルを

基本に病棟スタッフの意見を取り入れて 病棟としてマニュアルを作成した。令和 年 月以降運用を開始し、

インシデントの発生はなく経過している。

コロナ禍におけるプログラムの実施

今年度も昨年度同様に 感染拡大防止のため、自助グループや中間施設のメッセージ等、院外の講師を

招いてのプログラムはオンラインで実施した。院外への自助グループや中間施設のメッセージ参加は実施しなか

ったが、退院前訪問を含むスタッフ同伴外出は、感染対策を講じながら多職種で連携し積極的に実施した。
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第５病棟

＜病棟機能＞

● 児童・思春期の精神疾患患者の治療を行う専門病棟である。

● 埼玉県立けやき特別支援学校伊奈分校を併設している。

● 医療・教育・保健・福祉などの各機関と連携し、治療の継続を図っている。

＜病床数＞ ＜スタッフ＞

保護室 床

個 室 床

床室

床室

計 床

＜活動報告＞

（ ）病棟ミーティング

病棟に関わる全ての人達の間で双方向性のコミュニケーションを促進すること、病棟の子どもたちに起きて

いる関係性や力動を理解し受け入れることを目的に週 回水曜日に実施している。コンダクターは医師、コ・コ

ンダクターは看護師または療養援助部職員が行っている。

（ ）レクリエーション

週 回木曜日、患者が興味・関心をもって参加でき、季節を感じられるようなレクリエーションを ・看護

師が中心となり企画・運営している。レクリエーション活動を通じて、集団生活を体験することや仲間作りを目

的としている。

（ ）家族教室

家族援助の一環として、情報提供と家族交流の場を提供することを目的としていたが、今年度は、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響により１クールのみの実施となった。

（ ）グループ活動

対人関係のスキル・自主性の向上を目的とし、男女に分かれてグループ活動を実施している。

活動には医師・看護師・コメディカルが付き添い、週 回 時間の定例会で患児が企画した内容を実施してい

る。社会性を育みルールを学ぶことを目的に、集団で公共施設を利用するなど病院外活動も取り入れている。

（ ）ペアレントトレーニング

ゲームやインターネットに没頭して不登校や家庭内暴力に発展するといったトラブルが社会的な問題になっ

ている。インターネットやゲームの使用をテーマに、行動嗜癖問題における家族支援の一環として企画したが、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、募集人数に達しなかったため開催されなかった。

医 師 人

看護師 人

精神保健福祉士 人

公認心理師 人

作業療法士 人
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人

プログラム 開催日 回数 患者 医師 看護師 療養援助

病棟ミーティング 毎週水曜日

レクリエーション 毎週木曜日

家族教室 土曜日

グループ活動 毎週月曜日

ペアレントトレーニング 金曜日

＜まとめ＞

病床利用率 ％であった。病棟運営会議にて入退院状況を確認し、ベッド調整を行うと共に、他病棟との連

携を図り転入受け入れを行った。

新型コロナウイルス感染症の病棟内クラスターが発生した。感染状況に応じた入院制限、面会制限、感染症発生

時の対応を行うと共に、感染防止対策強化に取り組んだ。

埼玉県立けやき特別支援学校伊奈分校との情報交換会を毎月 回開催し、学校との情報共有を図った。また、毎

月の学校病棟連絡会では、学校と病棟との連携を図った。
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第６病棟

＜病棟機能＞

● 精神科救急急性期医療入院料算定の認可を受け、夜間・休日の緊急入院を中心に埼玉県精神科救急医療体制整

備事業を補完する病棟である。

● 医療観察法の鑑定入院・特例１・特例 を受け入れている。

● 早期退院に向けてチーム医療を行い、地域への医療の継続性を図る。

＜病床数＞ ＜スタッフ＞

保護室 床

個 室 床

床室

床室

計 床

＜活動報告＞

（ ）服薬ＳＳＴ

病気と薬の作用についての情報を提供し、入院前の精神状態を現状と比べながら振り返ることで、アドヒアラ

ンスの向上を目指す。

（ ）病棟懇談会

集団内の対人関係の相互作用を用いて、対人場面での不安や葛藤の除去、患者自身の精神症状・問題行動に関

する自己洞察の深化、対人関係技術の習得をもたらして症状の改善を図る。

（ ）レクリエーション

レクリエーション活動を行い、他患者・スタッフとの交流を通して対人関係を学ぶ。

プログラム 開催日 回数 患者 医師 看護師 療養援助 参加合計

服薬ＳＳＴ 毎週火曜日

病棟懇談会 第 ・ 木曜日

レクリエーション 第 ・ 木曜日

＜まとめ＞

病床利用率は昨年度より上昇し ％だった。安定した病床利用率を確保できるよう感染対策を徹底しながら

他病棟と連携し入院を受け入れていく。

医 師 人

看護師 人

精神保健福祉士 人

公認心理師 人

作業療法士 人
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病棟懇談会やレクリエーション、服薬ＳＳＴは、密を避ける事やマスク着用の徹底等の感染対策を強化した上

で開催した。

緊急入院を常時受け入れる体制の維持に関しては、病棟運営会議や病棟間調整会議の際に 病棟の病床利用状

況を共有し、他病棟への転棟の検討を行った。主に 病棟との連携を強化し、 病棟の保護室利用状況によってタ

イムリーな転出入を図った。また、プライマリーナースが退院支援委員会に確実に出席できるよう多職種と連携し

て調整し、プライマリーナースの出席率は ％を達成した。計画的な退院支援につながるよう看護に反映するこ

とが課題である。
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第７病棟

＜病棟機能＞

● 医療観察法の対象者に入院医療を行う専門病棟である。

＜病床数＞ ＜スタッフ＞

保護室 床

個 室 床

床室

床室

計 床

＜活動報告＞

プログラム 内容
回数

回

参加人数 人

対象者 医師 看護師 療養援助 その他

ミ

ー

テ

ィ

ン

グ

系

全体ミーティング
集団の場に慣れると共に、対象者全員とスタッフに

よる話し合いを行う。

朝の会

生活リズムを整え、自分自身の病状、体調、気分、意

欲を確認するため、各ユニットで毎朝各自の報告が

行われる。

ユニットミーティ

ング

対象者同士の信頼関係づくりやコミュニケーション

能力等の向上のため、ユニット内で生活上の問題や

ルールを話し合う。

看

護

心

理

教

育

サクラソウ 治療の導入を円滑にする。

ケヤキ
疾病理解を促し、服薬に対するアドヒアランスを向

上させ、集団での協調性を養う。

シラコバト
再発を予防し、生活能力を再獲得することを目的に

行われる。

認
知
行
動
療
法
・
ス
キ
ル
獲
得
系

日常生活技能獲得・対人交流技術向上を目的に対人

関係場面の練習等を行う。

元気回復行動プラ

ン

グループ体験を通して、自らに備わっているリカバ

リーする力を引き出すと共に、お互いにリカバリー

している事を感じる場。

物質使用障害

再使用予防の方策を、講義や互いの体験の話し合い

から考える。自助グループへの導入目的で行われて

いる。

メッセージ
再飲酒予防のために、互いの体験や希望を分かち合

う集まり。他者の体験を聞き・自らの思いを語る場。

そ

の

他

看護面接
治療関係の構築、評価のための情報収集、治療の般化

を促す。また内省深化を図る等の目的で行う。

レクリエーション
月 映画鑑賞 月 映画鑑賞

月 クリスマス 月 映画鑑賞

医 師 人 （兼務 人）

看護師 人

精神保健福祉士 人

公認心理師 人

作業療法士 人



― 63 ―

＜まとめ＞

病床利用率は ％であり、目標の ％を下回ることとなったが、前年度比では ポイント向上している。

年間を通じて埼玉県内に鑑定入院の患者がおり、他県での医療観察法入院処遇となることもあった。しかし、情報

交換を行うことで、他県からの転院を積極的に受け入れた。長期入院対象者の退院に働きかけた結果、 年以上入

院している対象者が４名となり、平均在院日数は 年 か月と前年度より減少している。

心理教育プログラムは集団介入だけではなく、個別介入を取り入れることで、対象者に合わせたプログラム内容

となった。

新型コロナウイルスによるクラスター発生のため、各種プログラムを中止する期間があったが、担当者によるプ

ログラム開催を計画通りに行うことで、プログラム内容の充実を図り、対象者への支援を行った。
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第第４４節節 看看 護護 部部

概要

看看護護部部のの理理念念とと方方針針

理念：患者の生命と人権を守り、個別性を考えた自立支援を目指します。

社会の変化・ニーズに対応した安全で安心できる質の高い看護を提供します。

方針：①人間の生命、尊厳および権利を尊重した看護を提供します。

②精神科看護の専門性を発揮し、患者の個別性をふまえた日常生活を支援します。

③精神科治療プログラム・社会生活技能訓練等の実施や家族教室を開催すると共に、地域との連携を深め継

続した看護実践により、患者家族の自立を支援します。

④社会の変化やニーズに対応した安全で安心できる質の高い看護実践の向上を目指し、看護者としての成長

に努めます。

⑤看護学生の臨地実習、研修等に積極的に協力し精神科看護を目指す後輩育成と推進に努めます。

看看護護部部のの目目標標（（ビビジジョョンン））

年度（平成 年度）から、アンレス（ アクション（ をスローガンに掲げ、チーム精神医療セン

ターとしての看護部組織の確立（ミッション）の下、実践力強化による改革推進（ビジョン）に取り組んでいる。

また、 年度（平成 年度）には、看護職員一人ひとりに焦点を当てた看護実践力（看護管理力）の強化を目指

し、下記のとおり「看護師の責務」を明確にした。

＜看護師の責務＞

精神医療センターの全ての看護師は、精神科領域の看護師として優しさと強靭さを併せ持つ不断の努力を基盤とす

る実践力強化を目指すことを責務とする。

具体的には、①一人ひとりが、唯一無二の存在として優れた看護実践者たるための自分自身を大切に育てる（自己

への投資を惜しまない）こと。② －困りごと、困難からの一歩の大切さを知り、辛さを伴う経験に意味を見

出し、ダメージをマネージする能力（変化や困難に向き合い、乗り越え、適応する力）を獲得すること。これらを使命

とし、一人ひとりが、臨床現場でのリーダーであると自覚することである。

看護管理者は、一人ひとりを大切に、個々人が看護師としての倫理性を高く醸成し、それぞれ考えて、行動し、結

果を出すことができる、看護実践力強化を目指した、学習する組織を作り上げる目標と戦略を明確に示すことを責

務とする。

一人ひとりの看護師は、精神科領域の看護師として、常により高い倫理性の獲得を目指し、考えて、行動し、結果

を出すことができる、あらゆる状況でのリーダーであるための看護実践力を身につけることを責務とする。

ミッション：チーム精神医療センターとしての看護部組織の強化

ビ ジ ョ ン：看護実践力の強化による改革

スローガン：アンレス アクション

・・・

あなたが行動を起こさない限り・・・ 何も進まない
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令和 年度看護部重点目標：専門性の高い精神科看護実践による改革推進

～一人ひとりが持てる力を発揮してチーム医療を実践する～

戦略目標：Ⅰ 臨床実践力の向上

Ⅱ 経営への具体的参画

Ⅲ 労務環境の整備促進

また、目標達成のための重要成功要因を 項目掲げ、全看護単位の取り組みとして共通化を図り、看護部全体とし

ての実績評価に繋げた。（ 「看護部重点目標評価」参照）

看看護護組組織織

看護部組織は、副病院長兼看護部長 名、副部長兼看護部長代行 名、副部長 名及び 看護単位に看護管理者と

して看護師長 名、副師長 名を配置し、看護単位毎に主任看護師を複数名（ ～ 名）任命した。

看護部全体として、常勤看護師は 名、非常勤職員 名、看護助手 名で組織・運営した。

看護単位 看護の特徴 勤務体制 算定入院料（看護配置）

第 病棟

（ 床）

精神疾患を持つ急性期患者の看護

結核等の感染症の看護

交代・ 交代

～ 人夜勤

精神病棟入院基本料 対

精神科急性期治療病棟入院料 月～

第 病棟

（ 床）
中毒性精神病や依存症患者の看護

交代・ 交代

人夜勤
精神科急性期治療病棟入院料 対

第 病棟

（ 床）

小・中学生で入院治療が必要な精神疾患患者の

看護

交代・ 交代

～ 人夜勤
児童思春期精神科入院医療管理料 対

第 病棟

（ 床）

急性期の集中的治療を必要とする患者の看護、

措置、緊急措置、応急入院を要する患者の看護

交代・ 交代

人夜勤
精神科救急急性期医療入院料

第 病棟

（ 床）

医療観察法（心身喪失等の状態で重大な他害行

為を行った者の医療及び観察等に関する法律）

対象者の看護

交代

人夜勤

入院対象者入院医学管理料

対象者数× 人

外 来

第 外来（義務教育終了後の患者の診療介助）

第 外来（児童思春期の診療介助）

第 外来（措置、緊急措置、応急入院等の患者の

診療介助）

医療観察法対象者の訪問看護

日勤体制 －

看看護護方方式式

病棟の看護方式は、プライマリーナーシング及び一部デイパートナーシップ、機能別を導入し、看護業務を行って

いる。
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令和 年度事業実績

看看護護職職員員のの動動向向とと今今後後のの課課題題

令和 年 月 日における看護職員の平均年齢は 歳（前年度 歳）であった。新規採用者 名、転入者

名、退職者は 名（定年退職 名含む）で、離職率は ％だった。令和 年度の離職率は ％で増加傾向にある。

育児休業取得者は 名で、その内 名が男性看護師であり、男性の育児支援制度の活用が推進された。

感染による人員不足の影響を最小限にするため、配置換えやサポート体制を強化した。

今後は、今いる人材を有効活用し、個々の強みを活かしたチーム医療の実践に向けて、お互いを認め合い、刺激し合

い、患者にとって最適な治療・看護を追求する姿勢を持ち、安心・安全な質の高い看護を提供することを目指す。

看看護護部部重重点点目目標標とと取取りり組組みみ

Ⅰ 臨床実践力の向上

行動制限最小化の推進に向けた意識を高く維持し、専門性の高い看護実践につなげることができた。

令和 年度は埼玉県立病院機構クリニカルラダーの全レベルの運用が開始となり、実績評価面談時にはステップ

アップシートを用いた自己評価を行い、自己課題を明確化した取り組みが実践できた。

ユマニチュードの学習を継続し知識の浸透を図ると共に、活用報告会の開催によりユマニチュードの実践を共有

することができた。

看護倫理課題への取り組みでは、倫理推進委員会が中心となり、各看護単位の倫理推進を図った。ツールを用い

た倫理カンファレンスは計 回、多職種参加のカンファレンスは計 回実施され、定着してきている。精神科認

定看護師が企画した精神科看護専門研修公開講座では「精神科看護倫理 倫理カンファレンスを開催してみよう」を

テーマに他施設の看護師と倫理カンファレンスを行うことができた。

医療安全の確保では、 月に外部講師を招きチームステップス研修会を開催し 名が参加した。次年度以降は医

療安全管理室と連携し、センター全体の研修を充実させる予定である。

Ⅱ 経営への具体的参画

・ 病棟の連携を強化し、転出入がよりスムーズに行われるようになった。病棟間調整会議では他職種による情

報交換が活発化された。また、診療報酬上の看護師配置を維持するため、患者状況や職員状況に応じてタイムリー

なサポート派遣を行った。

医療連携室が新設され、看護師 名が兼務となり入院調整と他の医療機関との連携強化に寄与した。

Ⅲ 労務環境の整備促進

就業環境整備では、電子カルテ導入準備のため看護部内会議を 回開催した。看護師負担軽減への取り組みでは、

看護補助者による預かり物品の確認や環境整備などを実施した。後期では看護補助者の不足が生じたが、マニュア

ルの整備やメッセンジャー業務の見直しなどを行い、次年度さらに体制整備をすることとした。メンタルサポート

の強化は定着し、ラインケアによる支援は ％実施された。

勤務体制に関する年次休暇取得の平準化は 日以内になり、体調不良などによる休暇取得を除けば計画的に年

休取得を進めることができた。正循環、インターバルについては ％実施でき、性差については最大限配慮するこ

とができた。

医療安全文化調査では、前向きインシデントの活用や各看護単位での取り組みにより「オープンなコミュニケー

ション」値が と昨年度と同じ水準であった。
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教教育育・・研研修修・・研研究究（看護職員の継続教育：センター内外研修）

看護職員の継続教育は、看護部教育体系（ 「教育・研修」 参照）に基づき、院内研修、院外研修、看護研究等を

実施した。それぞれの教育活動実績については以下のとおりである。

ア クリニカルラダー認定

クリニカルラダー認定委員会により、年度当初に既卒新規採用者・異動者のクリニカルラダーレベル認定を実施

し、年度末に全看護師を対象とした認定を実施した。今年度の新たな認定者は、レベルⅠ 名、レベルⅡ 名、レベ

ルⅢ 名、レベルⅣ 名、レベルⅤ 名の計 名であった。

イ 院内研修、院外派遣研修（ 「教育・研修」 参照）

院内研修は看護教育委員会が企画・運営を行い、参加者はクリニカルラダー別研修 コース延べ 名、精神科

看護専門研修 コース延べ 名、看護管理研修コース コース延べ 名、全体研修 コース延べ 名であり、計

コース延べ 名が参加した。

院外研修は 感染症の影響で 開催を施設内で受講できるようにした。院外派遣研修計画に基づき、

院外研修に延べ 名、学会・研究会へ 名が参加した。

ウ 看護研究

前年度に院内発表した 演題は、アルコール・薬物依存関連学会、日本精神科看護専門学術集会、埼玉看護研究

学会に院外発表した。

今年度新規で院外講師に指導を受けた グループは看護研究計画書を作成し、倫理審査で承認が得られた。

実実習習・・研研修修のの受受けけ入入れれ（ 「実習・見学受け入れ状況」参照）

令和 年度は、 感染拡大防止のため、実習受入れ人数や実習内容の変更を行いつつ、可能な限り養成校の

要望に応じた実習受け入れを行った。後期では受け持ち実習を可能とし、本来の実習に近い形に戻すことができた。

予定していた養成校 校全てが実習を行い、延べ 名の実習生を受け入れることができた。

病院見学会は 月に対面で行い 名が参加した。また、インターンシップを再開し、 月には約 週間で 名の参

加があった。

講講師師派派遣遣 （第 章「業績」参照）

認定看護師を中心に、県、看護師養成校など つの施設や団体へ、延べ 名の講師派遣を行った。
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看看護護単単位位のの目目標標評評価価

ア 第１病棟

① 専門性の高い看護実践力の獲得

高齢者ケア関連の研修派遣を推進し、褥瘡に関する研修に 名、摂食・嚥下に関する研修に 名、高齢者の摂

食に関する研修に 名が参加した。受講者には研修での学びを踏まえ、伝達講習を企画してもらい、病棟全体の

看護実践力の向上が促進できた。

「退院前訪問実施前カンファレンス」を継続して実施し、退院前訪問件数は 件と前年度より増加した。入院

早期から退院後を見据えたケアへの意識は定着しつつあり、プライマリーナースの役割とチーム全体の退院調整

力の強化が課題である。

今年度も 患者を 名受け入れた。マニュアル内容の周知と標準予防策の遵守等により、二次感染の

発生はなかった。安全で効率的な陰圧室での業務と、個人の徹底した感染対策を今後も継承する。

倫理カンファレンスは多職種や他部署のスタッフも交えて 回（前年度 回）実施できた。また、 ステップモ

デル、 分割法などのツールを用いたカンファレンスは 回実施でき、患者のケア方法や業務改善に繋がる検討が

できた。今後もさらに活性化を図る。

② 経営への具体的参画

上半期は、精神病棟入院基本料 対 入院基本料の施設基準の遵守に努めた。「平均在院日数 日以内」は、

病棟運営会議で進捗状況を共有し、多職種で調整を図った。「看護職員の平均夜勤時間数が直近 ヶ月の平均値

時間以下」に関しては、 患者の陰圧床入室に伴い、夜勤者数を 名に増員したため、遵守できない月が

あった。 月より「精神科急性期治療病棟入院料 」に算定が変更となり、 ヶ月以内の退院を目指し、短期間で

の再入院を防ぐ退院調整を推進した。

③ 労働環境の整備促進

活動による働きやすい環境整備として、陰圧床エリアの働きやすい環境への改善に取り組んだ。具体的には、

陰圧床エリアの前室の整理整頓、効率性と安全性を考慮した物品の選定、物品管理方法の検討と整備を実施した。

勤務体制においては、 患者の受け入れ状況および患者の重症度を考えながら、夜勤者を 名に固定し、

早出・遅出勤務者の時間等を柔軟に調整した。
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イ 第２病棟

① 専門性の高い看護実践力の獲得

保護室の安全な物品管理に関する基準作成に取り組み、マニュアルを参考にスタッフの意見を取り入れて基準

を作成した。試行後 月から本格的に運用を開始したがインシデントの発生はない。

クリニカルラダーシステムの運用では、クリニカルラダーステップアップシートを活用した面接を 回（臨時

回含む）実施した。病棟師長とスタッフが課題を共有しフィードバックを行ったことにより、実践できるように

なった項目が増加した。

② 医療安全の確保

医療安全研修の一環で、医療安全管理室、担当医師、病棟学習会係と連携し アクションカードを使用した

シミュレーション研修を実施した。その後の アクションカードの更新に繋げることができた。

感染防止対策の取り組みとして、感染対策用紙を作成し安静度Ⅰの患者に対する教育指導を行った。結果、病

棟内での感染症発生はなかった。

③ 看護倫理課題への取り組み

定期倫理カンファレンスは ステップや 分割法を用いて年間 回開催した。その中で、今年度は保護室を利

用する患者が増加したため、保護室の看護を振り返るカンファレンスを 回実施した。結果、隔離中の患者の看

護実践に活かすことに繋がった。引き続き、倫理的感受性が向上するよう、日常の小さなことでも丁寧に取り上

げ検討していく。

④ 経営への具体的参画

病床利用率は であり、目標の に近い数値であった。緊急入院及び他病棟から依存症以外の転入を柔軟

に受け入れたことが主な要因である。

また地域連携の取り組みとして、多職種と連携し 件の退院前訪問看護を実施した。退院後の中間施設利用等

退院促進の取り組みに繋げることができた。
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ウ 第５病棟

① 専門性の高い看護実践力の獲得

行動制限最小化の取り組みとして、曖昧だった「隔離」と「自室内安静」の違いを明らかにした。さらに「自室

内安静」を感染症やトラブル発生時の自室内での安静と限局し、それ以外の他児とのトラブルや距離感が保てな

い患者に対する治療的介入の一環として行う自室内での安静を「休息時間」として新たに定義した。定義の違い、

運用方法の周知、定着が今後の課題である。

② 看護倫理課題への取り組み

対話ができるチーム作りのために、倫理推進月間では、相手の良いところを認め合う「ここが素敵！ 病棟」を

スローガンに 病棟の倫理的に良いところを多職種も含めて共有した。倫理的課題について気軽に発信する機会

や時間内での倫理ミニカンファレンス等の工夫が今後の課題である。

③ 医療安全の確保

感染症の病棟内クラスターが発生した。昨年度に引き続き、標準予防策の徹底、個人防護具の装着訓

練、手指衛生向上に取り組んだ。患者・家族へ感染防止対策の徹底を依頼し、外泊帰棟時は感染症状発生時の対応

に沿って対応した。また、感染防止対策として、保護室・重症個室の環境整備に加え、一般個室の一部についても

定着化に向け、整理整頓を中心とした環境整備に取り組んだ。

④ 経営への具体的参画

病床利用率は ％であり、昨年度と横ばいで推移した。年間の入院件数は 名であり、平均在院日数は

日であった。恒常的に入院待機児童は多く、より広く患者を受け入れるために、入院患者数増加と、そのための平

均在院日数の短縮、ベッド回転率を上げることが今後の重要課題である。

⑤ 労務環境の整備促進

看護師負担軽減の取り組みとして、看護助手への業務移行（持ち込み物品確認）を進めた。また、業務量調査で

は「ペアナーシング」の現状と課題について調査し、その結果から病棟状況に応じて、一部機能別看護やペアナー

シング以外の受け持ち方法を柔軟に取り入れ、効率化と質向上の両立に取り組んだ。
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エ 第６病棟

① 専門性の高い看護実践力の獲得

隔離長期化（ ヶ月以上）のケースについて、看護師による多職種参加のケースカンファレンス開催の向上を図

った。隔離施錠及び拘束等、入院長期化（ ヶ月以上）のケースカンファレンスが実施できるようモジュールチー

ムリーダーに働きかけた。上半期は ケース 回以上の開催を目標としたが目標値に届かず、下半期は各モジュ

ールチーム 件以上とし各チームで開催することができた。今後も看護師以外の職種も含めたケースカンファレ

ンスが実施できるよう取り組む。

暴力防止の取り組みとして、 学習会の中にチームステップスを追加し、年間を通してスタッフ全員が勉強

会に参加することができた。デモンストレーションの際にリーダー役を経験することで実践場面においても活用

することができた。今後も学習会内容をブラッシュアップして日々の実践に活用できるよう継続する。

② 看護倫理課題への取り組み

倫理カンファレンスは、 ステップを 回、 分割法を 回 式を 回開催し、療養環境を中心とした内容

で取り組んだ。また多職種参加の倫理カンファレンスは 回開催した。倫理カンファレンスに参加できなかった

スタッフは、合同倫理カンファレンスや倫理カフェに参加し全員が倫理について考える場を作ることができた。

③ 医療安全の確保

物品管理に関してレベル 以上のインシデントが 件以上発生しないことを目標に取り組み、レベル 以上は

１件だった。プライマリーナースによる定期的な預かり物品の確認、個室カンファレンスでの物品返却の検討は、

今後も継続して取り組む必要がある。医療安全文化調査での「出来事の報告される頻度」は と目標値 に

は届かなかったが、 レベルインシデントは昨年度 ％に対して ％と上昇し、未然防止対策が浸透した。

④ 労務環境の整備促進

適切な時間外業務管理として保護室の業務内容を見直した。保護室エリアのデイパートナーシップが十分に機

能していなかったため、保護室の受け持ちはペアで行うのではなく ～ 名の チームで受け持つよう再編した。

今年度は試行段階であるがコミュニケーションが増えスタッフ間で共有できるようになっている。次年度も継続

して取り組む。
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オ 第７病棟

① 専門性の高い看護実践の獲得

行動制限最小化の推進として定期的な 学習会を開催し参加率は だった。また、医療観察法の理念に

準じたスキル向上のために 月と 月に半日の学習会を開催し知識や技術の習得に努めた。次年度も一定の技術

が保持できるように継続して取り組む。

② 医療安全の確保

服薬自己管理インシデントの基準や定義を明文化しタイムリーな振り返りや対策ができるようにしたことで、

インシデント件数が減少した。感染防止対策では、 月に 感染症によるクラスターが発生したため、手

指消毒や発熱時対応（ゾーニング）を含めた病棟マニュアルの見直しを行った。次年度も個々の感染対策や対象

者への協力等、継続して感染対策に取り組む。

③ 看護倫理課題への取り組み

倫理カンファレンスは様々なツールを活用し 回実施した。倫理推進の取り組みでは、退院報告会を 回開催

した。参加者からは前向きな意見が多く聞かれたため、次年度からの定期的な開催を予定している。

④ 経営への具体的参画

週 回の病棟連絡会議で、県内の鑑定入院者数の把握や退院予定対象者の把握、ベッド状況の確認を行った。

埼玉県外医療観察法病棟入院中で帰住先が埼玉県内の対象者に関しても情報共有やベッドコントロールを行い転

院調整した。

⑤ 労務環境の整備促進

適切な時間外業務管理として 面接の適切な時間管理に向けた取り組みを行った。事前の準備や情報共有を

行い時間内での実施を意識し合うことで、 時間未満での実施率が から に上昇し 面接が要因となる時

間外勤務は減少した。
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カ 外来

① 専門性の高い看護実践力の獲得

外来患者が継続して通院治療できるよう、継続看護で関わっている患者及び夜間電話相談があった患者に関わ

り看護師間で情報共有した。また、来院時の様子で気になる患者は、積極的に声を掛け状況を観察し、アセスメン

トした内容を医師、看護師および多職種のメディカルスタッフ間で共有し、関わりを検討しながら対応した。次

年度も外来中断することなく治療継続ができるよう取り組みを継続していく。

② 医療安全の確保

「報告・連絡・相談」の基本的事項やチームステップス技術の実践を課題として挙げ、年間を通じて取り組みを

行った。各外来、手術室、外来プログラム、検査等、さまざまな場所で業務が進行していることが多く、関わる職

種も多い。インシデント発生時は、速やかに振り返りと再発予防策を検討し、同インシデントの発生防止に努め

た。レベル の報告件数は昨年度の 倍となっており、報告しやすい組織風土を今後も継続していく。

感染対策では、 年 月に 検査機器が導入されて以降、入院患者及び職員の 検査介助を行ってい

る。また、 感染症患者の受け入れや 等検査の外回り業務を行い、外来エリアの安全と感染防止に努め

た。

③ 看護倫理課題への取り組み

さまざまなテーマで部署カンファレンスを 回開催し、看護部合同カンファレンスには全員が参加した。今後

も、倫理観を醸成するため倫理カンファレンスの開催や多職種カンファレンスを企画していく。

④ 労務環境の整備促進

医療安全文化調査の「チームワークの向上」を昨年度に引き続き目標に掲げた。朝カンファレンスや振り返り

会の開催、情報共有の促進、週間業務予定表での業務計画等を実施したが、 ポイントの低下が認められた。ス

タッフ編成や病休等により、業務に偏りが生じたことも原因として考えられた。次年度はスタッフ皆で「チーム

ワークとは何か」を問い、チームワークの向上に向けた取り組みを検討する。



― 74 ―

3　患者状況

看護区分による重症度分類（延べ患者数） (人)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 平均

重 症

中 等 症

軽 症

小 計

重 症

中 等 症

軽 症

小 計

重 症

中 等 症

軽 症

小 計

重 症

中 等 症

軽 症

小 計

重 症

中 等 症

軽 症

合 計

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟

全
体

病
棟
を
除
く

病棟 病棟 病棟 病棟

看護区分による重症度分類

軽症

中等症

重症

（％）



― 75 ―

4　訪問看護及び退院前訪問看護件数 (件)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

第1外来

第2外来

医観法訪問

第1病棟

第2病棟

第5病棟

第6病棟

第7病棟

訪
問
看
護

退
院
前
訪
問
看
護

合計

前年度件数

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

退院前訪問看護 第 病棟

第 病棟

第 病棟

第 病棟

第 病棟

（件）
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スローガン　　アンレス　アクション

戦略
目標

重要
成功
要因

業績評価指標 現状値 R４年度
（達成水準）

最終評価 担当者 実践・効果

行動制限最小化の推進
・各看護単位の行動制限最小
化の取り組み件数

各看護単
位実施
6件

取り組み
6件

取り組み
6件

副部長
看護単位

各看護単位の行動制限最小化の取り組みを
支援した。
行動制限最小化に関するデータの蓄積、報
告による周知を図った。
行動制限最小化委員会では各看護単位での
課題を共有し、ディスカッションすること
で活性化が図れ、効果的だった。

クリニカルラダーシステムの
運用
・ステップアップシートの活
用率

ー

ステップ
アップシー
トの活用
100％

ステップアップ
シートの活用
100％

副部長
各看護単位

全看護師がステップアップシートを用いて
自己評価することができた。
次年度以降も実績評価面談に合わせて自己
評価・他者評価を行い、看護実践及び組織
遂行能力の向上ができるよう、ステップ
アップシートの活用を継続する。

各看護単位の専門性の高い看
護実践力獲得への取り組み
・ユマニチュードの活用報告
会
・精神科看護専門研修公開講
座開催

ー

活用報告会
1回

公開講座開
催
1回

活動報告会
1回開催

公開講座
1回開催

副部長

ユマニチュード活用報告会を開催し、各部
署の取り組みやユマニチュードを活用する
ための意識調査などを共有した。次年度も
継続して推進する。
精神科看護専門研修公開講座は認定看護師
が、倫理カンファレンスをテーマとして企
画し、ハイブリット形式で開催した。

多職種参加の倫理カンファレ
ンス定着・活性化
・多職種カンファレンス開催
・各ツールの活用

多職種参
加
13回
カンファ
レンス
21回

多職種参加
各病棟2回以
上
　
ツール活用
4回以上実施

多職種参加
2回以上実施4部
署

ツール活用
4回以上
5部署

副部長
各看護単位

多職種参加のカンファレンスは計13回開催
され、多職種参加を意識して実践できてい
る。
ツールを活用したカンファレンスはすべて
の部署で計34回実施され、昨年度より増加
し、定着してきている。引き続き、活性化
に向け取り組んでいく。

倫理推進月間（9月）への取り
組み
・倫理カフェに2年目以上の看
護師の参加率
・各看護単位の取り組み

80.2％
各看護単
位実施

参加率
81％
各看護単位
実施

参加率

各看護単位
実施

副部長
看護単位

コロナ渦で倫理カフェの参加人数を限定し
て開催したが、参加者の満足度は高くアン
ケート結果は高評であった。
倫理推進月間の各看護単位の取り組みを可
視化し共有した。
倫理推進月間及び倫理推進は、定着してい
るため新たな取り組みを倫理推進委員会で
検討していく。

各看護単位ごとの医療安全の
取り組み
・チームステップス研修開催

各看護単
位実施
6件

研修開催
看護部主催研修
開催
1回

副部長
看護単位

外部講師を招きチームステップス研修会を
開催した。対象は参加の経験のない18名
で、リンクナースがファシリテーターを
担った。リンクナースからは、初めてチー
ムステップスで行う演習の意味が分かった
などの感想があり、チームステップスの概
念を理解することができた。次年度は、医
療安全管理室と連携し、2回/年センター全
体で開催する予定である。

感染防止対策の取り組み
・各看護単位の感染管理の取
り組み件数

各看護単
位実施
6件

取り組み
6件

各看護単位実施
6件

副部長
看護単位

感染防御に関するポスターを作製、掲示
し、周知を行った。
スタンダードプリコーションを中心とした
各看護単位のチェック項目による意識向上
の取り組みが浸透し、効果的だった。
クラスターからの学びを感染対策委員会で
共有し、自部署の感染管理に活かした。

５　令和4年度　看護部重点目標評価指標（最終評価）

看護部（福山康恵　松永晴子　川中邦恵）

Ⅰ
専
門
性
の
高
い
精
神
科
看
護
の
実
践

１
　
専
門
性
の
高
い
看
護
実
践
力
の
獲
得

２
　
看
護
倫
理
課
題
へ
の
取
り
組
み

３
　
医
療
安
全
の
確
保
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戦略
目標

重要
成功
要因

業績評価指標 現状値 R４年度
（達成水準）

最終評価 担当者 実践・効果

１
病
床
の
効
果
的

な
活
用

病床利用率の向上
・病床利用率

副部長
看護単位

朝のベッドコントロール、病棟間調整会議
などにより、病棟間の情報共有が活発とな
り、転出入がスムーズになった。
看護師の状況による入院の断りはなく、可
能な限り受け入れる対応をした。

２
看
護
師
配
置
の

適
正
化

診療報酬上の配置
・1病棟（13：1）
・6病棟（夜勤看護加算）
・7病棟配置
・在宅復帰率
・サポート派遣実績

維持 維持 維持
副部長
１・６・７
病棟

病棟の状況に合わせた、計画的かつタイム
リーなサポートを実施した。
病棟間調整会議で医事課からの情報提供に
より、算定維持の思考を共有し対応した。

３
地
域
連
携
の
取

り
組
み

地域連携の取り組み
・退院前訪問・訪問看護実施
件数
・医療連携室業務開始

退院前訪問

訪問看護
76件
地域連携
室準備

退院前訪問
訪問看護
80件
医療連携室
稼働

退院前訪問
訪問看護
89件
医療連携室
稼働

副部長
看護単位

退院前訪問・訪問看護を退院促進に向けて
積極的に実施した。
医療連携室は、他職種と連携しながら順調
に稼働している。医療連携室を経由した入
院数は72件だった。

電子カルテ導入準備
・電子カルテ導入に関する看
護部内会議開催

ー 10回 9回 副部長

継続・記録委員会での検討は3回、WG開始前
の打ち合わせやWGの進め方、役割分担や看
護管理システム等合わせて6回実施した。看
護WG・入院WGの担当を再編成してWGの他に
会議及び作業を行った。

看護師の負担軽減への取り組
み
・看護助手業務の拡大
・メッセンジャー業務の見直
し

2項目実
施

2項目実施 1項目実施
副部長
看護単位

看護補助者の業務拡大として、荷物チェッ
クや環境整備、清掃業務などの実施がで
き、看護補助者不足により実施が難しかっ
た部署も、マニュアルの整備を行うなど拡
大に向けて取り組んだ。
メッセンジャー業務を含む看護補助者の業
務については、次年度の課題である。

メンタルサポートの体制の強
化
・メンタルケアチーム会議
・ラインケアの充実

2回
フォロー
100％

会議6回
ﾗｲﾝｹｱﾌｫﾛｰ
100％

会議2回
ﾗｲﾝｹｱﾌｫﾛｰ
100％

看護部長
副部長

各部署で暴力事案はあったが、ラインケア
により適切にケアすることができていた。
メンタルケアチーム会議の開催方法などは
次年度の課題である。

夜間勤務体制再構築の継続
・正循環、インターバル、性
差、シフト、
・休憩時間、仮眠環境

正循環、
インター
バル
100％
性差に最
大限

正循環、イ
ンターバ
ル、性差
100％

正循環、イン
ターバル
100％
性差に
最大限配慮

副部長
看護単位

コロナによる特別休暇等の取得により、勤
務変更を余儀なくされたが、最大限配慮し
た勤務を維持することができた。

適切な時間外業務管理
・業務量調査からの改革

ー
業務改善
6件

業務実態調査と
考察・取り組み
実施

副部長
看護単位

各看護単位の業務量調査実施を支援し、現
状把握及び業務改善につなげることができ
た。
新たな業務量調査は定着した。

休暇の確実な取得
・年次休暇平準化

2.4日 2.3日以内 2.1日
副部長
看護単位

事情のある職員を除き、平準化を図ること
ができた。
特別休暇取得の影響を受け年次休暇の消化
が進まず、休暇取得そのものの個人差が大
きかった。

医療安全文化調査結果からの
取り組み
・オープンなコミュニケー
ション値

副部長
看護単位

職員間のコミュニケーションは、各看護単
位の取り組みに加え倫理カンファレンスで
の交流などを行い、前年度と同等の評価で
あった。

働きやすい環境指標の上昇
・職務満足度

看護部長
看護単位

各看護単位で働きやすい環境に向けた取り
組みを行い、満足度の点数は前年度から1.2
ポイント上昇した。労働時間、業務量の項
目は、「満足」の回答が80％以下であり、
コロナによる勤務自粛や退職、育休による
人員不足が影響していると考えられる。

　【次年度の課題】
　１．臨床実践力の向上　　　チーム医療の推進　　看護の専門性の強化
　２．各看護単位の連携を強化した経営改善　　　病床の効果的な活用による病床利用率向上
　３．労務環境の整備促進　　電子カルテ導入・活用　　看護補助者の活用促進

Ⅱ
経
営
へ
の
具
体
的
参
画

　
　
　
Ⅲ
労
務
環
境
の
整
備
促
進

　
就
業
環
境
整
備

２
　
柔
軟
で
多
様
な
勤
務
体
制

　
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
・

情
報
共
有
促
進
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６　教育・研修
（１）令和４年度　精神医療センター教育研修体系 埼玉県立精神医療センター看護部

新採用者オリエンテーション
看護過程

クリニカルラダー別 レベルⅠ研修 看護倫理Ⅰ
医療安全Ⅰ
感染管理Ⅰ
フォローアップ研修
フィジカルアセスメント
救急看護Ⅰ-1、Ⅰ-2、Ⅰ-3
プライマリー育成研修

看護管理Ⅳ
レベルⅣ研修 看護倫理Ⅳ

医療安全Ⅳ

レベルⅡ研修 医療安全Ⅱ
感染管理Ⅱ
静脈注射（院内認定）

新卒2年目フォローアップ研修

看護管理Ⅲ
看護倫理Ⅲ
医療安全Ⅲ

レベルⅢ研修

看護倫理Ⅱ

感染管理Ⅲ
アサーショントレーニング
プリセプターシップ研修
看護観研修

継

続

教

育

レベル０研修 看護管理１

マネジメントラダー研修

レベルⅠ～Ⅳ研修 看護管理２

院

内

教

育
精神科看護専門研修 ベーシック研修 ＳＳＴⅢ　

ストレングス・リカバリーモデルⅢ

看護管理Ⅴ
レベルⅤ研修 看護倫理Ⅴ

医療安全Ⅴ

導入研修 精神科看護実践基礎研修Ⅰ

包括的暴力防止プログラム研修
人間関係論Ⅰ
発達理論Ⅱ

認知行動療法Ⅲ
トピックス研修

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ研修
専門・認定看護師企画・運営研修
行動制限最小化に関する認定制度研修（院内認定）

看護研究指導
看護研究

看護職員全体研修
看護研究発表会
トピックス研修
救急看護推進者育成研修

法人事務局　主催研修
ジェネラリスト育成

精神科看護領域
研修・講演会等

救急看護研修
看護職員伝達講習会

看護研修伝達講習会
新採用者・転入者研修

看護単位研修
各看護単位学習会
看護技術研修
看護研究
ｅ－ラーニング

看護助手研修 新採用者オリエンテーション
事故防止・感染対策・個人情報保護

国・厚生労働省主催

院

外

教

育

日本看護協会・埼玉看護協会主催研修
日本精神科看護協会（埼玉県支部）主催研修
国立精神・神経医療研究センター主催研修
その他

日本看護学術学会

学会・研究会
日本精神科看護学術集会・専門部会
全国自治体病院学会
全国精神保健看護学会
その他

専門看護師
スペシャリスト教育 精神科認定看護師（日本精神科看護協会認定看護師教育課程）

その他

卒
後
教
育

看護マネジメント教育 認定看護管理者教育（ファースト・セカンド・サードレベル）
その他

大学・大学院（修士課程・博士課程）
その他

法人本部主催研修（主査・主任看護師研修）
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（2）院内教育実績表

研修 研修日 講師 対象者 参加人数

感染防止Ⅰ 感染対策リンクナース

看護技術演習
（採血）（環境整備）
（輸液準備・輸液ポンプ）

主任看護師
医療安全リンクナース

看護技術演習
（食事援助）

主任看護師

看護技術演習
（活動・休息）（排泄援助）

主任看護師

看護技術演習
（呼吸・循環）（清潔・衣生活）

主任看護師

看護技術演習
（与薬）

看護師長
認定看護師

身体拘束・精神科における環境整備
主任看護師
行動制限最小化認定看護師

医療安全Ⅰ セーフティーマネージャー

看護倫理Ⅰ 認定看護師

看護過程 看護教育委員会

①3か月
看護副部長

②6か月
看護副部長　教育委員

③1年
看護教育委員会

①2022/6/2 看護教育委員会

②2022/10/11 病棟看護師

③OJT 各部署

プライマリー育成研修 各部署

講義・演習

筆記試験

追加筆記試験

実技試験

感染防止Ⅱ e-ラーニング 各部署

看護倫理Ⅱ 認定看護師

医療安全Ⅱ 看護教育委員会

Ⅰ

新採用者フォローアップ

救急看護

合　　計

新規採用者・転入者

新規採用者

IVナース認定対象者

Ⅱ

静脈注射 看護教育委員会

合　　計

レベルⅡを目指す人
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研修 研修日 講師 対象者 参加人数

医療安全Ⅲ セーフティーマネージャー

看護観 看護師長

看護倫理Ⅲ 認定看護師

感染防止Ⅲ 看護副師長

看護管理Ⅲ 看護副部長

アサーショントレーニング 認定看護師

医療安全Ⅳ セーフティーマネージャー

認定看護師

認定看護師

看護管理Ⅳ 看護副部長

医療安全Ⅴ セーフティーマネージャー

看護倫理Ⅴ 外部講師

看護管理Ⅴ 看護副部長

CVPPP（包括的暴力防止プログラム研修）
CVPPPトレーナー
看護教育委員

新規採用者・異動者

人間関係論Ⅰ 外部講師 新規採用者・異動者

認定看護師 レベルⅡを目指す人

認定看護師 レベルⅡを目指す人

認定看護師 未受講者

認定看護師 未受講者

認定看護師 未受講者

ストレングス・リカバリーモデルⅢ 認定看護師 レベルⅢを目指す人

ＳＳＴⅢ 認定看護師 レベルⅢを目指す人

新卒2年目フォローアップ② 看護教育委員会 2年目看護師

行動制限最小化に関する認定制度研修 認定看護師
行動制限最小化認定制度認
定者

看護管理研修１（マネラダ0） 看護部長 主任看護師

看護管理研修２（マネラダ1以上） 看護部長
副師長・看護師長
副部長

ユマニチュード活用報告会 ― 全職員

トピックス研修　チームSTEPPS 外部講師 全職員

総 　計

合　　計

全
体
研
修

合 　計

発達理論Ⅱ
ベ
ー

シ
ッ

ク

合　　計

Ⅴ

Ⅲ

合　　計

Ⅳ
看護倫理Ⅳ

合　　計

レベルⅢを目指す人

レベルⅣを目指す人

レベルⅤを目指す人
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７　実習・見学受け入れ状況（看護部対応分）

（1）実習 (人）

養成校 実人数 延べ人数

県立高等看護学院

埼玉県立常盤高等学校

上尾市医師会上尾看護専門学校

埼玉県立大学

上尾中央看護専門学校

目白大学

東都大学

北里大学看護専門学校

深谷大里看護専門学校

合計

（2）病院見学会
(人）

参加人数

病院見学会

（3）インターンシップ
(人）

参加人数

インターンシップ
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（3）個別支援

業　務　名 定　　　義

① サービス利用に関する支援
精神保健福祉サービスを必要とする人に対して、利用上の問題を調整し、適切な
サービスの利用が図れるように支援する。

② 受診／受療に関する支援
心身の変調により、受診／受療上の課題を抱えている人に対して、課題を解決、
調整し、必要な医療が受けられるように支援する。

③ 退院支援
病院からクライエントが望む場所へ退院／退所し、その人らしい暮らしを実現す
るために支援する。

④ 経済的問題解決の支援
生活費や医療・福祉サービス利用費または財産管理等の経済的問題の調整をとお
して、クライエントが安心して主体的に生活を営めるように支援する。

⑤ 居住支援
住居及び生活の場の確保や居住の継続に関して、クライエントの希望を尊重しな
がら支援することをとおし、地域におけるその人らしい暮らしを実現する。

⑥ 就労に関する支援
就労に関するクライエントの希望を尊重し、そのニーズに応じた就労環境の調整
をとおして、主体的に社会参加できるよう支援する。

⑦ 雇用に関する支援
雇用上の問題解決およびクライエントの職業上の自己実現を支援するとともに、
精神障害のある労働者への合理的配慮を雇用主に提案、調整し雇用の安定を図
る。

⑧ 就学に関する支援
就学／復学に関するクライエントの希望を尊重し、そのニーズに応じた環境調整
を図り、クライエントが主体的に学ぶことができるように支援する。

⑨ 対人関係／社会関係の問題調整
クライエントと周囲の人々との間で生じる問題や葛藤に対して、課題の整理と調
整を図り、クライエントが対人関係／社会関係において安心して生活できるよう
支援する。

⑩
生活基盤の形成・維持に関する
支援

衣・食・住・心身の保全などの日常生活における基盤を形成・維持し、安心・安
定した地域生活が送れるよう必要に応じた支援を行う。

⑪ 心理情緒的支援
生活のなかで生じる不安や葛藤、悲哀などの心理・情緒的問題に対して、クライ
エントが受け止め、見通しをもって取り組めるように支援する。

⑫ 疾病／障害の理解に関する支援
疾病や障害を抱える体験や思いを受け止め、クライエントが疾病／障害について
理解し、それらとつき合いながらその人らしく生きることを支援する。

⑬ 権利行使の支援
権利侵害の状況に関する点検を行うとともに、クライエントが有する権利を適切
に行使できるように支援する。

⑭ 家族支援
家族を一つのシステムとしてとらえ、家族が抱える問題の整理と調整をとおし
て、家族成員個々が安心して健康な生活を送れるよう支援する。

⑮
グループ（集団）による支援・
グループワーク

共通のテーマをもつ人々の問題解決やニーズの充足を目指し、集団の力動を活用
した意図的なグループ経験を通じて、個人の成長や目標の達成を支援する。

⑯ 活動・交流場面の提供
社会的役割をもち、豊かな生活を営む権利を保障するために、安心して過ごせる
場、他者との交流の機会、創造的活動の機会を提供する。

※支援内容の分類は公益社団法人日本精神保健福祉士協会「精神保健福祉士業務指針第３版」を参考とした。

　個別支援業務は、患者及びその家族を対象として行う社会福祉的支援である。病気によって派生した問題

や療養の妨げとなる問題を、患者や家族が主体的に解決できるように福祉制度など諸制度の活用について助

言をし、関係機関との連絡調整を図るものである。

　個別支援の主な内容は次のとおり。
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　ウ　支援方法 （件） 　エ　訪問先（延べ数）

支援方法

面接

訪問

文書

電話

合計

( )内は医療観察法通院処遇対象者への支援数（再掲）

( )内は医療観察法通院処遇対象者への支援数（再掲）

　オ　入院患者への支援内容 （件）

※令和4年度の新規入院患者を対象とした。

( )内は医療観察法通院処遇対象者への支援数（再掲）

（4）集団に対する支援

　第3章　第3節「病棟」参照

合計第7病棟

（件）

合計行き先

本人・家族宅

保 健 所

入院

サービス利用に関する支援

退 院 支 援

受診／受療に関する支援

第1病棟 第2病棟

外来 入院 合計 外来

援助内容

対象患者数
第5病棟 第6病棟

障害福祉施設

精神科医療機関

他科医療機関

合　　計

自助グループ

そ の 他

そ の 他 施 設

福 祉 事 務 所

グループ（集団）による支援・グループワーク

合　　計

心 理 情 緒 的 支 援

経 済 的 問 題 解 決 の 支 援

居 住 支 援

生活基盤の形成・維持に関する支援

活 動 ・ 交 流 場 面 の 提 供

家 族 支 援

権 利 行 使 の 支 援

疾病／障害の理解に関する支援

就 学 に 関 す る 支 援

対人関係／社会関係の問題調整

就 労 に 関 す る 支 援

雇 用 に 関 す る 支 援
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心理的支援

患者の特性を把握し、健康な面を生かしながら、どのように治療や回復に向け取り組むことが望ましいのか

考える資料とすることを目的として、人格検査や知能検査等の心理検査を行った。心理検査を通し、患者や家

族・支援者が理解を深められるよう支援した。

また、治療上必要な知識を学び、社会生活の中で必要な対処の工夫を考え実行できるようにするための個別

心理面接や集団精神療法・心理教育等を行った。

（ ）個別支援（心理検査・心理面接） （件）

検 査 種 別

第

１

外

来

第

２

外

来

第

１

病

棟

第

２

病

棟

第

５

病

棟

第

６

病

棟

第

７

病

棟

外

来

小

計

入

院

小

計

合
計

性
格
検
査

ロールシャッハ

Ｉ

描画テスト

エゴグラム

スタディ

その他

知
能
検
査

･

田中ビネー

コース立方体

その他

そ
の
他

ベンダーゲシュタルト

ベントン視覚記銘

クレペリン

その他

検査合計

心理面接合計

内は、医療観察法通院処遇対象者への面接数（再掲）
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（ ）集団支援（注：第 病棟については「 医療観察法病棟における援助」参照）

開催・運営 種別 参加回数 回）

第 外来
薬物依存症再発予防プログラム

ギャンブル障害プログラム

第 外来・第 病棟

ネット依存家族教室

発達障害の家族教室

ペアレントトレーニング

第 外来 外来グループ

第 病棟
病棟レク

ふれあいの会

第 病棟

酒歴・薬歴発表

ＳＧＭ スモールグループミーティング

ヨガ・瞑想

スタッフ合同ミーティング

家族教室

病棟レク

スマイルイベント

勉強会

自助グループ同行

ＯＴ

テキストミーティング

ＣＳＴ（再発予防プログラム）

第 病棟

病棟ミーティング

病棟レク

グループ活動

放課後 ネットワーク

畑部（園芸プログラム）

その他集団活動

第 病棟

家族教室

懇談会

病棟レク
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作業療法

当センターの作業療法の指針は下記のとおりである。

①  作業に焦点を当てた、マンツーマンによる個別介入を原則とする。

② 入院初期・急性期から、退院後の地域生活をイメージしつつ、積極的に関わる。

③ 患者個々の状態・能力・課題に応じて、個別の評価・治療手段を提供する。

④ 時間と活動を共有することで、能力や特性を確実に把握する。

⑤ 自己効力感を高め、所属、役割の獲得、地域生活の実現を促し、患者の主体的な自立をサポー

トする。

作業療法は、さまざまな活動を通し、実際に手、足、体、頭を使う場面を観察・分析することで、

“何がどの程度まで出来るのか、出来ていたのか、出来るようになるのか”を確実に見極める。すな

わち、退院後の社会生活を安全に快適に送るための能力を具体的かつ現実的に評価し把握する。

遊びから仕事まで、現実的で日常的な人間活動を媒介にすることで、特殊な入院生活という環境

の中で遠慮や緊張をしている患者の本質的な面を自然に引き出すことができる。“非言語的アプロ

ーチ”は、特に不安定で刺激に過敏な急性期において有効であり、同じく“遊び”に関しては、児童

に対して欠かせない治療活動として活用される。

このような関わりで、作業療法はどのようなケースに対しても、病態評価、病状評価、再燃・再発

防止のための負荷計算、病状・障害に合わせたライフスタイルのプランニング、社会資源とのマッチ

ング、 評価、 の向上など、さまざまな効果を発揮することが出来る。

今年度の実績は下記のとおり。

月別件数

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 合計

実施日数 日

延件数 件

日平均件数 件

作業種目別件数 件

第 病棟 第 病棟 第 病棟 第 病棟 第 病棟 合計

個 別

病 棟 レ ク

ス マ イ ル イ ベ ン ト

就労準備プログラム

そ の 他

合 計

＊ － ：アルコールリハビリテーションプログラム－

＊スマイルイベント：物質や行為に依存しない楽しみ方を体験するプログラム

＊第 病棟作業療法に関しては「 医療観察法病棟における援助」参照



― 89 ―

（ ）作業療法の形態

形

態
作業種目 人数

時間

（分）
内容

個

別

対

マンツーマンによるセッション。この形態がすべての原則

で、初回の見立ては必ずこの形態で行う。刺激に脆弱なケース

や、隔離中、措置入院、身体的問題などの理由でベッドサイド

にて行わざるを得ない場合にも、この形態で行う。

個別 ～

それぞれ違う目標、方針、課題をもった患者を、同じ時間、

同じ部屋で複数名並行して実施する形態。一つの作業を複数で

行う集団作業療法とは異なるが、その利点である他者の存在の

効果は同様に活用する。

集

団

病棟レク ～

各病棟の看護師と協力し、病棟プログラムとして運営してい

るレクリエーション。途中参加・退出が自由な、枠の緩いオー

プングループで行う。職員と患者が一緒に楽しい時間を過ごす

ことで、気分転換のみならず、積極的に治療効果も狙っている。

遊びの持つ効果を活用し、対人技能や協調性、社会経験、興味

関心など、あらゆる面が観察できる。

～

第 病棟 依存症病棟 のアルコールリハビリプログラム

（ ）の一環として実施している。勉強会やミーティングな

どのメニューの一部として作業療法を集団で行っている。

＜内容＞

室内作業・体力測定・スポーツなど。

＜目的＞

①活動への取り組み姿勢、集中力、興味関心の幅、注意とペー

スの配分などの精神機能を評価し、治療・回復の指針に役立て

る。

②気分転換も図りつつ、生活空間の拡大や、達成感を得たり、

自己発見・自己実現の機会として活用する。

③作業活動を継続することで、精神的・身体的耐久性の向上を

図る。

スマイルイベント ～

看護師・公認心理師・精神保健福祉士・作業療法士で行って

いる。 がない自主活動の時間に実施。参加は患者自身の意

志によって決めている。他患者と一緒に楽しむ体験、季節を感

じ素面で楽しむ体験、時間を有効に使う方法、趣味活動のレク

チャーなど、内容は様々である。

畑部

（園芸プログラム）
～

第 病棟（児童思春期病棟）における治療的プログラムの一

環として、園芸・農作業を実施している。土作りから野菜の栽

培、収穫、調理までを体験することにより、役割意識や他者と

の協調性、労働と成果による充実感の獲得を目的としている。
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医療観察法病棟における支援

医療観察法病棟における療養援助部の役割

入院処遇ガイドラインにおける入院処遇の目標・理念

・ノーマライゼーションの観点も踏まえた対象者の社会復帰の早期実現

・標準化された臨床データの蓄積に基づく多職種のチームによる医療提供

・プライバシー等の人権に配慮しつつ透明性の高い医療を提供

上記の目標・理念を実現するため、職種を越えた共通理念のもと各職種の専門性と役割を発揮するとともに多職種・

他機関と連携を図る。

各種会議

会議 内容・目的 開催頻度 延参加者 人

会議
多職種でチームを構成。対等な立場でチームを組み支援

方針決定の権限と責任を全員で共有する。
対象者ごとに月 回以上

（拡大） 会議
対象者と家族・ ・社会復帰調整官・地域機関で構

成。入院経過や退院計画を共有する。

対象者ごとに ～ か月に

回

治療評価会議
治療の効果を判定するために定期的に入院対象者の評価

を行う。
毎週火曜日

運営会議
対象者のステージ変更や外泊・退院等の治療計画の決

定。病棟全体の運営方針の確認。
毎月第 火曜日

倫理会議
非同意治療行為を開始する必要性についての事前協議。

適否の決定と治療継続に関する評価。
毎月第 ・ 火曜日

合 計

：多職種チーム（ ）

：ケア会議（ ）
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治療プログラム

プログラム

形式・名称
内容

専門職員参加数（人）

精神保健

福祉士

公認

心理師

作業

療法士
合計

個別
ニーズに応じたキメの細かい具体的な支援で自己効力感を高め、

治療効果を増す。調理、運動、音楽等。

集団

・クラフト：作業能力評価、自己効力感を得る体験を通しての自

信回復とともに意味のある活動への導入を目的とする。クオリテ

ィーは求めず、それぞれが興味のある作業を行う。革細工・キッ

ト工作など。

・グッジョブスポーツ（ソフト）：共感性の獲得、健康的な発

散、リラクゼーションを目的とし、ストレッチや エクササイ

ズ、レクリエーション的要素を取り入れた軽スポーツを行う。

・グッジョブスポーツ（ハード）：集団での連帯感、達成感の獲

得、体力の向上、健康的なストレス発散を目的とし、球技等の練

習、試合を行う。

・病棟レクリエーション：楽しむ体験から対象者の健康面を引き

出し、対象者同士やスタッフとの楽しい活動を共有し、信頼関係

の構築や治療のきっかけとする。

個別
個々のニーズや特性・理解力に合わせ、個別プログラムや面接を

行う。

集団

「内省」「対象行為別」「 」「アンガーコントロール」「メタ

認知トレーニング」等の認知行動療法を小グループで行う。対象

行為への内省を深化させ再他害行為を防ぐ。再発のきっかけを減

らすため、怒りの感情への対処力強化、柔軟な認知機能やコミュ

ニケーションスキルの獲得を目指す。

個別
「権利擁護講座」医療観察法の理解と入院治療導入を目的とす

る。

集団
「社会復帰講座」「外泊体験報告会」「マナー講座」社会復帰促

進のための制度・サービス等、知識の獲得を目的とする。

個別 「サクラソウ」入院初期に で実施する疾病教育。

集団
「ケヤキ」「シラコバト」疾病教育プログラム

「物質依存プログラム」「 」「 」

プログラム
個別のニーズ・目的に応じて、 と対象者で計画されたプログ

ラム（ダイエット・ギター練習・茶話会等）。

ミーティング

・朝の会：居住ユニットで毎朝自身の調子や予定を報告しセルフ

モニタリング力を高める。

・ユニットミーティング：居住ユニット内での話し合いや交流を

行いコミュニケーション能力の向上を目指す。

・全体ミーティング：病棟全体で、病棟生活の困り事・ルール等

話し合い自己効力感の向上を目指す。

合計
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＜統計＞

（1）調剤業務

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 前年度合計

枚

件

剤

枚

件

剤

枚

件

剤

院外処方

発行率(%)

（2）注射薬業務

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合 計 前年度合計

枚

件

剤

枚

件

剤

枚

件

剤

（3）薬品請求

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 前年度合計

（4）薬剤管理指導業務

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 前年度合計

入院

入
院

外
来

合計

枚数

件数

剤数

患者数

患者数

回数

回数

外来

外来

合計

入院
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月別処方せん枚数

外来

1病棟

2病棟

5病棟

6病棟

7病棟

月別注射せん枚数

外来

1病棟

2病棟

5病棟

6病棟
7病棟

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月

枚
数

月月別別処処方方箋箋枚枚数数のの推推移移

外来

病棟

病棟

病棟

病棟

病棟

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月

枚
数

月月別別注注射射箋箋枚枚数数のの推推移移

外来

病棟

病棟

病棟

病棟

病棟
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腹部超音波

心臓超音波
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（3）Ⅹ線検査月間項目別集計表

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

件
数

枚
数

ＣＴ（頭）

ＣＴ（体）

一般

造影

ポータブル

コピー

合計

ＣＴ（頭）

ＣＴ（体）

一般

造影

ポータブル

コピー

合計

ＣＴ（頭）

ＣＴ（体）

一般

造影

ポータブル

コピー

合計

ＣＴ（頭）

ＣＴ（体）

一般

造影

ポータブル

コピー

合計

ＣＴ（頭）

ＣＴ（体）

一般

造影

ポータブル

コピー

合計

ＣＴ（頭）

ＣＴ（体）

一般

造影

ポータブル

コピー

合計

ＣＴ（頭）

ＣＴ（体）

一般

造影

ポータブル

コピー

合計

合計

外
来
患
者

外
来

病
棟
患
者

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟

病
棟
合
計

10月 11月 12月 1月 2月 3月9月4月 5月 6月 7月 8月
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（4）食種別給食数
（食）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 割合(%)

常食菜

軟菜

分菜

ペースト食

流動菜

その他

小計

易消化食

ｴﾈﾙｷﾞｰｺﾝﾄﾛｰﾙ食

塩分エネルギー食

蛋白質ｺﾝﾄﾛｰﾙ食

脂質ｺﾝﾄﾛｰﾙ食

m-ECT食

その他

小計

＊1：デイケア食を含む

（5）個別対応(再掲）
（食）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 割合(%)

＊2：朝パン食、主食特盛、主食大盛、主食半分、主食おにぎりなど

＊3：牛乳・乳製品、肉類、魚介類、卵、麺類、パン他について対応

　

区         分

合計

特
別
治
療
食

一
　
般
　
食

その他

主食対応

きざみ食

早出し

付加食

禁止食
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（6）喫食者延べ数 （人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

（7）特別メニュー

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

回数

食数

回数

食数

回数

食数

（8）デイケア給食数(再掲）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

（9）栄養指導 （個人：件）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

件

人数

件

人数

件

人数

（10）栄養管理計画書作成
（件）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

※作成件数は、入院時・再評価・退院時の総数

合　計

　

(ｳｫｰｷﾝｸﾞ・ﾚｸ等)

行 事 食

作 成 件 数

　

回 数

食 数

　

個
　
人

入 院

外 来

在 宅 訪 問

けやき荘/デイケア

合 計

集
　
団

入　院

けやき荘/
デイケア

喫食者延べ数

　

　

選択メニュー

弁 当
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第第７７節節 依依存存症症治治療療研研究究部部

依存症治療研究部は、当センターの医療の質を高めるためのリサーチ・マインドの育成を目的に、平成 年

月に新設された。

＜人員＞

名

部長：成瀬暢也

顧問：和田清

＜研修＞

令和 年度は、依然コロナ禍にあったが、「職員倫理研修」を開催するとともに、脳波判読の援助を随時行っ

た。

「職員倫理研修」 ）

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」について ：考え方と用語の理解

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」について ：インフォームド・コンセントの実際と

「いわゆる症例報告」について

＜研究等＞

・成瀬は、埼玉県薬物乱用対策推進会議の委員として、県の行政に携わった。

・和田は、法務省再犯防止推進計画等検討会構成員として、国の行政に携わった。

・成瀬、和田の学会発表及び論文等は第 章「業績」に記載した。



― 104 ―

第第８８節節 依依存存症症専専門門医医療療機機関関・・治治療療拠拠点点機機関関

当センターは、平成 年 月から埼玉県依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関としての

指定を受け、依存症等に関する取り組みを進めている。また、平成 年 月からは、さいたま市

依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関として指定を受けている。

依存症専門医療機関としての取り組み

依存症にかかる診療実績 人

アルコール健康障害 薬物依存症 ギャンブル等依存症

入院医療の

診療実績

実人員

延人員

外来医療の

診療実績

実人員

延人員

専門プログ

ラムを有す

る外来医療

の診療実績

プログラム名
外来アルコール

ミーティング

薬物依存症再発予防

プログラム（ ）

ギャンブル障害

プログラム

実人員

延人員

依存症関連問題に関する連携

種別 施設名等 連携内容

相談機関 埼玉県立精神保健福祉センター

・アルコール依存症家族教室、薬物依存症家族教室の共

催、講師派遣

・依存症対策連携会議への参加

・依存症フォーラムへの協力

・依存症支援者研修への講師派遣

医療機関 白峰クリニック
・アルコールデイケア活用のための個別支援を通じた連携

・事例検討会の実施

民間団体等

さいたまマック
・さいたまマック通所のための個別支援を通じた連携

・事例検討会への参加を通じた連携

埼玉ダルク ・ダルク利用のための個別支援を通じた連携

埼玉県断酒新生会

・外来通院患者の断酒会例会参加への紹介（ ）を通

じた連携

・入院患者への断酒会活動紹介

・セミナーへの講師派遣

・会報誌『かがり火』への寄稿
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種別 施設名等 連携内容

民間団体等

ｱﾙｺﾎｰﾘｸｽ・ｱﾉﾆﾏｽ）

ﾅﾙｺﾃｨｸｽ･ｱﾉﾆﾏｽ）

山谷マック

さいたまマック

埼玉ダルク

女性ダルク（フリッカ）

・メンバー、スタッフによる入院患者へのメッセージ

・ セミナーへの講師派遣

上記以外 さいたま保護観察所
・薬物依存問題に係る地域連携会議を通じた意見交換・情

報共有

依存症治療拠点機関としての取り組み

依存症に関する取り組みの情報発信

媒 体 内 容

ホームページ
「研修情報」「依存症についての基礎知識」「 ワークブック」を掲載した。

「家族教室」をホームページから申し込み可能にした。

依存症フォーラム 埼玉県立精神保健福祉センター主催のフォーラムにて、動画による情報発信をした。

依存症治療拠点機関研修で行われた研修の内容を、申し込みのあった者へ、期間限定

でオンデマンド配信した。

依存症に関する医療機関を対象とした研修（依存症治療拠点機関主催研修会）

オンライン研修（オンデマンド配信） 参加者数： 人（ 機関）

日時／研修名 内 容 講 師

～

アルコール健康障害・

薬物依存症・ギャンブ

ル等依存症研修会

（オンデマンド配信

～ ）

【講義】依存症治療総論・女性と依存症

アルコール健康障害・薬物依存症・ギャ

ンブル障害の基本的な理解

女性と依存症について

当センター第 精神科科長

合川 勇三

【講義】女性の依存症患者へのかかわり方
当センター副病院長・外来統括部長

成瀬 暢也

回復者の話
埼玉東部断酒新生会

ダルク女性ハウス フリッカ

【講義】女性依存症の支援とかかわり

～外来クリニックで出会う軽症例から

重症例まで～

白峰クリニック 副院長

公認心理師・臨床心理士

河西 有奈氏
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関係機関・団体等との検討会・連絡会

検討会名 内 容

自助グループ・リハビリ施設

連絡調整会議
オンラインで開催し、 施設 名が参加した。

事例検討会
白峰クリニックとともに 回開催し、計 名が参加した。

名参加 名参加

アルコール関連問題連絡会 オンラインで開催され、医師等 名が参加した。

その他

事業名称 内容

第 回依存症支援者研修（埼玉県立精神保健福祉センター主催）
講師派遣

第 回さいたま市アルコール関連問題ネットワーク会議
参加・取り組みを発表

令和 年度埼玉県依存症対策連携会議（埼玉県立精神保健福祉センター主催） 参加

令和 年度薬物依存問題に係る地域連携協議会（さいたま保護観察所主催） 参加

令和 年度ギャンブル等依存症専門会議
オンラインで参加・発表

令和 年度埼玉県アルコール健康障害専門会議
オンラインで参加・発表



― 107 ―

第第９９節節 医医療療連連携携室室

地域の医療機関、保健所等と積極的に連携を図り、質の高い精神科専門医療が提供できるよう、令和 年

月、地域の医療機関等との窓口として、医療連携室を設置した。

１ 人員

名（すべて兼務）

医療連携室長（医師） 名

医療連携室副室長（医師） 名

看護師 名

精神保健福祉士 名

事務 名

２ 業務内容

医療機関等からの入院依頼の調整

・急性期入院治療に関すること

・アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症入院治療に関すること

・児童思春期（小学校就学から中学校卒業まで）を対象とした入院治療に関すること

・休息、薬物調整を目的としたレスパイト入院に関すること

・難治性精神疾患に対する修正型電気けいれん療法（ｍ－ＥＣＴ）目的の入院治療に関すること

医療機関等からの外来受診相談

・一般精神科外来受診に関すること

・依存症外来受診に関すること

・児童思春期（小学校就学から中学校卒業まで）精神科外来受診に関すること

医療機関への診療情報の提供

※上記 について、県民等からの相談は療養援助部診療予約担当が対応を行った。

３ 活動実績

ニュースレターの発行

医療連携室開設の広報としてニュースレターを発行し、 機関に配布した。

医療連携室運営会議の開催

医療連携室運営会議を月 回開催し、課題を検討し、業務の見直しを行った。

伊奈医療連携ミーティングへの参加

伊奈病院の主催で、伊奈町、上尾市、蓮田市の 医療機関 名が参加。当センターからは、黒木副病院

長兼室長他 名が参加し、情報交換を行い地域との連携を図った。
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相談対応

地域の医療機関、保健所等からの相談を受理し、対応した。

令和 年度医療連携室統計

月 月 月 月 月 月 月 月 月 合計

電話延べ件数

実ケース数

入
院
数
機
関
別

医療機関依頼

保健所依頼

その他機関依頼

入
院
数
病
棟
別

１病棟

２病棟

５病棟

６病棟

入院数合計

外来診療予約

措置診察件数

診療情報提供

その他・問い合わせ
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第第 節節 医医療療安安全全管管理理室室

平成 年 月に病院局経営管理課から県立病院の医療安全管理体制の確立に向けて「埼玉県立病院における医療安

全管理体制に係る指針」が通知され、平成 年 月から精神医療センター内に医療安全管理室が設置された。同時に、

医療安全対策を特定の部門にとらわれず組織横断的に推進するために、病院長から任命された専任の医療安全管理者

（セーフティマネージャー）が配置された。平成 年 月からは専従の配置となり、平成 年 月からは副病院長

名が医療安全管理室長補佐として配置され、平成 年 月からは副病院長１名が医療安全管理室長、診療部長（当

時） 名が医療安全管理室副室長として配置され、医療安全の推進を図っている。

医療安全の取組

（ ）医療安全スロ－ガンの提示

医療安全スローガンを「チームワークを高めて医療の質と安全性の向上を図る」として、職員一人一人が医療安

全に取り組み、迅速な対応と情報交換を行えるよう支援した。

（ ）医療安全管理対策及び医療安全ポケットマニュアルの改訂

安心・安全な医療を提供するために策定された医療安全管理対策及び医療安全ポケットマニュアルを改訂した。

（ ）医療安全管理委員会の開催

医療安全管理委員会を毎月 回開催した。

（ ）医療安全管理室会議の開催

医療安全管理委員会で決定された方針に基づき、医療安全対策に係る取り組みの評価を行うために医療安全管理

室会議を毎週 回開催した。

（ ）医療安全推進担当者（リスクマネージャー）の任命及びリスクマネジメント推進委員会の開催

各部門の安全管理の推進に資するため、病院長が任命した医療安全推進担当者 名を各部署に置き、精神医療

センターリスクマネジメント推進委員会を毎月 回開催した。

医療安全研修

平成 年 月 日の医療法施行規則の一部を改正する省令第 条の に基づき、医療に係る安全管理のための職

員研修会を計 回開催した。

 

回数 開催日 演 題 講 師 参加者数

回 ～ やさしく学ぶ精神科の医療安全 ｅ－ラーニング

回 ～
みんなでつくり、みんなで根付かす医療安全

文化
ｅ－ラーニング

回 ～
精神保健福祉法について

（行動制限最小化委員会主催）

各看護単位の精神保健福祉士による分

散講習

回 ～ 安全な医療ガスの取り扱いのために ｅ－ラーニング

回 講習会 日本光電 稲葉朋晃氏
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令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の感染状況を鑑みながら、徐々に集合研修を再開した。部署を越えて実

施したシミュレーション研修では、部署間での交流や意見交換ができ、有意義なものとなった。医療安全職員研修の

各職員年 回以上の参加率は ％を達成することができた。

また、県立病院がチーム医療の推進を目的として取り組んでいる ®（

：医療の成果と患者安全を高めるためにチームで取り組む戦略と方法：以下、チー

ムステップス）を平成 年度から開催してきた。今年度は、チームステップスをセンター全体で学びなおすことを目

的に外部講師を招き、講演いただいた。各部署の医療安全を担う役割に就いている職員が、チームステップスを活用

した取り組みを計画し、実践することができた。

インシデント・アクシデントレポート報告

職員からの自発的な報告を基に、組織全体で事象を把握、分析、評価し効率的な安全対策を講じるためにインシデ

ント・アクシデントレポートを収集しており、平成 年 月から報告システムを 化（セーフマスター）した。提

出されたレポートは、発生頻度と実際に起きたと仮定した場合の重症度の視点から事例を選択して各部署で分析し、

医療安全管理室とリスクマネジメント推進委員会で再検討後、安全管理委員会に報告している。

回数 開催日 演 題 講 師 参加者数

回 ～ ① 各部署単位で分散講習

回 チームステップス 概論編 国立保健医療科学院 種田憲一郎先生

回 急変時アクションカード共有研修 第 精神科医師 清水俊宏

回 ～
やさしく学ぶ精神科の感染対策

（施設内感染対策委員会主催）

ｅ－ラーニング

回 静脈血栓塞栓症予防 第 精神科科長 田中朋子

回 ～ 医薬品の安全な提供のために 薬剤部長 斎藤恭子（配信）

回 シミュレーション研修（急変対応） 第 病棟

回 ～
新型コロナウイルス感染症に関する特別講習

会（施設内感染対策委員会主催）
動画視聴（個人）

回
患者の暴力と行動制限

（行動制限最小化委員会主催）

副病院長兼行動制限最小化委員長

成瀬暢也

回 ～
患者の暴力と行動制限

（行動制限最小化委員会主催）
動画視聴（個人）

回 シミュレーション研修（無断離院） 第 病棟

回 ～ ② 各部署単位で分散講習

回 ～ 診療用放射線の安全利用の研修
動画視聴（個人）

医師のみ集合研修

回 ～ 安全な給食・栄養を提供するために 栄養部副技師長 伊丹正好（配信）
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（ ）インシデント・アクシデントの判断基準及び対応

レベル 患者影響度による判断基準 対 応

仮に実施されていても、患者への影響は小さかった（処置不要）

と考えられる

報告システムによる報告

＊事象レベルが低い事例であっても、安全管

理上早急に共有が必要な事例、今後の進展に

よってはセンターレベルでの対応が必要と

なりそうな事例は、速やかに医療安全管理室

へ報告する。

仮に実施されていた場合、患者への影響は中等度（処置が必要）

と考えられる

仮に実施されていた場合、身体への影響は大きい（生命に影響し

うる）と考えられる

実施されたが、患者への実害はなかった（何らかの影響を与えた

可能性は否定できない）

処置や治療は行わなかった（患者観察の強化、バイタルサインの

軽度変化、安全確認のための検査などの必要性は生じた）

簡単な処置や治療を要した（消毒、湿布、皮膚の縫合、鎮痛剤の

投与など）

濃厚な処置や治療を要した（バイタルサインの高度変化、人工呼

吸器の装着、手術、入院日数の延長、外来患者の入院、骨折など）
直ちに医療安全管理室及び病院長に報告

永続的な障害や後遺症が残ったが、有意な機能障害や美容上の

問題は伴わない 直ちに医療安全管理室及び病院長へ報告し、

医療安全管理委員会を招集、危機管理体制を

敷く

永続的な障害や後遺症が残り、有意な機能障害や美容上の問題

を伴う

死亡（原疾患の自然経過によるものを除く）

（ ）年間報告件数及びレベル別報告数

①レベル別報告件数 件

ﾚﾍﾞﾙ 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計

インシデント

件

アクシデント

件

計

＊令和 年度から、レベル ～ をインシデント、レベル ～ をアクシデントに区分変更となった。
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②部門別報告割合

看護 事務局

栄養部 検査部（放射線含む）

薬剤部 療養援助部

医局 その他

③今年度のまとめ

・インシデント報告が増加し（前年度比＋ 件）、アクシデント報告が減少した（前年度比－ 件）。「患者が

起こした事」「処方・与薬」「オーダー・指示等」の順で多く報告があった。

・転倒・転落の報告は前年度と比較して増加し 件（前年度比＋ 件）だった。

・レベル 以上のアクシデント 件は、患者による職員への暴力、性的逸脱行為、転倒による大腿骨頸部骨折の

報告であった。

患者からの相談に適切に応じる体制

精神医療センターにおける苦情・相談等は、対応窓口の対応者と埼玉県立精神医療センターサービス向上委員会と

連携して対応した。令和 年度の苦情・相談は 件であった。患者満足度に関わる重要な事案であり担当部署と協働

し対応した。

医薬品安全管理

厚生労働省からの通達や日本医療機能評価機構からの提言等に基づき、院内の状況に応じて薬剤部と協働で安全対

策を講じた。

医療機器安全管理

平成 年度から、埼玉県立がんセンター臨床工学技士が、精神医療センター兼務となった。令和 年度は、年間

回の医療機器定期点検を行った。点検は精神医療センター内で行う院内点検と、機器をがんセンターに持ち出して行

う院外点検、メーカーに依頼するメーカー点検を組み合わせて実施した。合計 品目 台の点検を実施し、消耗、

劣化、破損等の異常の有無を確認した。機器別点検台数は以下の表のとおりであった。

点検機器名 点検台数 点検機器名 点検台数

患者監視装置 電動式エアターニケット

患者監視装置（セントラルモニター） 手術台

超音波ネブライザー 除細動器

輸液ポンプ 吸引器

シリンジポンプ

酸素飽和度測定装置 電子血圧計
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医療安全推進月間

厚生労働省では、毎年 月 日を含んだ 週間を医療安全推進週間と定めている。埼玉県立 病院では、毎年

月の カ月間を医療安全推進月間とし「緑のリボンは安全のしるし」をスローガンに、非常勤職員や業務委託機関の

職員を含む全ての職員が緑のリボン（シール）を名札につけてアピールしている。当センターの取り組みとして、平成

年度から他の県立 病院同様、「 」を各部署で考え写真を撮って推進活動とし、「医療安全の木」を育てる

取り組みを行ってきた。平成 年度からは中央監視・清掃やクラーク等委託業者も取り組みに参加し、令和 年度も

引き続き全職員で取り組んだ。また、令和 年度はインシデント・アクシデント報告における レベル（未然に防ぐ

ことができた）事象を活用し、業務改善につなげる取り組みを推進するとともに、全部署が「 レベル報告を活用した

業務改善事例」をまとめポスターにして展示した。

施設内安全パトロール

各部署のリスクマネージャーが、総合的質マネジメント「５Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）」の視点で院内

の整理・整頓を目的にパトロールを実施した。令和 年度は県内の新型コロナウイルス感染症の感染状況を鑑みなが

ら、計 回実施した。結果、各部署で工夫した環境整理を実施し、作業環境や物品管理の改善が図ることができた。

医療安全管理室からの広報

医療安全管理室から、日本医療機能評価機構や厚生労働省からの通知による情報、院内で発生した事例などをもと

に、職員に周知が必要と思われる事項について、サイボウズ等を利用して情報を提供した。

・日本医療機能評価機構 医療安全情報 ～

今後の医療安全

令和 年度は医療安全の質の向上を目指し「チームワークを高めて医療の質と安全性の向上を図る」を課題として

センター全体で取組を実施した。精神科医療は人権の制限を伴う治療・看護が行われることから、職員は、患者の安全

を守る義務と患者の自己決定を尊重した医療が提供できるよう高い倫理観が求められる。そのためには、一人一人の

リスク感性が向上し、チーム、組織としての医療安全文化を醸成しつづけていくことが重要である。

また、事故発生の予防や事故発生後の対応時にはチームで連携して取り組むことが重要である。チーム連携にはリ

ーダーシップを発揮し多職種と協働するとともに情報共有が必要であり、より高いコミュニケーションスキルを身に

着けることが求められる。そのなかでも、チームステップスを中心としたノンテクニカルスキルを積極的に活用し、

患者・医療者にとって安全な医療を今後も目指していく。
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第第 節節 ＴＴＱＱＭＭ推推進進室室

県立 病院では、経営改善の取組みだけではなく、より質の高い医療を提供することを目的として、令和元

年度から各病院にＴＱＭ推進室が設置された。

ＴＱＭとはトータル・クオリティ・マネジメントの略で、多角的視点から現状のモニタリング・評価・分析を

行い、病院職員全体で改善活動を推進していくため、ＴＱＭ推進室において、指標の設定、モニタリング、改善

提案などを実施している。

人員

名

副病院長兼入院病棟統括部長（ＴＱＭ推進室長） 黒木 規臣

副病院長兼看護部長 福山 康恵

療養援助部長 塚本 哲司

薬剤部副部長 齋藤 恭子

医療安全管理室主幹 前原 みゆき

医事・経営担当主査 小俣 健一

副局長 熊谷 元一郎（オブザーバー）

定例会議

年 回の定例会議を開催した。

日 付 議 題

第 回 活動方針及びスケジュールについて、 サークル活動開始の案内

第 回 サークル活動キックオフミーティング

第 回 サークル活動テーマ一覧について

第 回
サークル活動テーマ一覧について

活動推進状況ヒアリング（本部）の結果について

第 回
サークル活動のテーマの進捗について

医療の質可視化プロジェクトについて

第 回 サークル活動中間報告会について

第 回
サークル活動中間報告書の掲示について

令和 年度 評価の指標の検討について

第 回

医療の質可視化プロジェクトの集計結果報告について

令和 年度 評価の指標の検討について

前方連携の取り組みについて

第 回 サークル活動最終報告会について

第 回
サークル活動最終報告会について

令和４年度医療の質と安全の向上の取組に関する最終報告について
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検討テーマ

サークル活動、令和 年度 が「 評価」の指標や電子カルテの導入について検討した。経営戦略会

議において、活動内容の中間報告を 月に、最終報告を 月に行った。

また、検討結果をＴＱＭ推進室長から病院長に対して提言した。

テーマ① サークル活動について

テーマ② 令和 年度 が「 評価」の指標の検討

・ 依存症治癒拠点機関・専門医療機関としての講師派遣件数

・ 児童思春期入院患者の実患者数

・ 保健所への技術協力への医師の参加回数

・ インシデント・アクシデント報告件数に占めるレベル の割合

テーマ③ 電子カルテの導入に当たって

病院長への提言

検討テーマについて、下記のとおり病院長に提言した。

提言 サークル活動について

・ 今年度から、医療の質の改善を自主的に行う機運を高めるため、 サークル活動を開始した。

・ 各病棟、外来など 部署が参加し、各部署を最もよく表すテーマ（指標）を選定し、医療の質の向上に

取り組んだ。テーマの選定に当たっては、数値化できること、毎月評価できること、指標の作成にコストが

掛からないこととした。

・ 中間報告会、最終報告会を実施するとともに、最優秀賞を授与することで、各部署の自主的な活動を促進

できた。

・ 令和 年度も引き続き、自主的に医療の質の改善を行う機運を高めるため、 サークル活動を実施する

ことを提言する。

提言 令和 年度年度計画の が「 評価」以下であった項目の改善について

依存症治療拠点機関・専門医療機関としての講師派遣件数

・ 昨年度の実績は目標値に対して ％であったが、今年度は ％（ 評価）となる見込み。

・ 講師派遣について売り込みをしていないため、依頼ありきとなる。現在のところ、県精神保健福祉センタ

ーやＡＡ（断酒会）からの依頼があった。

児童思春期入院患者の実患者数

・ 昨年度の実績は目標値に対して ％であった。 月現在、順調に推移しており、 評価となっている。

・ 病棟の特徴は育む治療であり、平均在院日数が長い。 病棟に入院出来ない児童は、 病棟に入院しても

らうケースもある。実績値には、 病棟に入院となった児童数も含まれている。しかしながら、 病棟から

病棟へ転棟できないケースも少なくない。

・ 対策としては、 歳（中学 年生）を一般外来で診ることでカバーするかどうか。一方で、第 外来及

び 病棟では児童思春期や発達障害をしっかりと診ることが前提となる。
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保健所への技術協力への医師の参加回数

・ 昨年度の実績は目標値に対して であった。今年度も新型コロナウイルス感染症の影響により、保健

所からの依頼が少なくなっており、 月現在、最終評価は 評価となる見込み。

・ 常勤医師は保健所に技術提供に参加しているはずである。少なくとも、（室長は）新型コロナウイルス感

染症を理由に断られたことはない。

・ 県精神保健福祉センターに確認したところ、新型コロナウイルス感染症の感染状況により、保健所の逼迫

に応じて依頼数が減少するとのことであった。ついては、直近 か年の実績を踏まえ、令和 年度の目標

値を減少させることを助言したい。

インシデント・アクシデント報告件数に占めるレベル の割合

・ 昨年度の実績は目標値に対して ％であったが、 月現在、取組を進めたことで報告件数が増加し、

評価となっている。

・ 他病院よりも目標値が高いのは、令和元年度の実績値を参考に設定しており、当センターでは令和元年度

の実績が著しく高かったためである。この点については、チャレンジングな目標設定と評価を県から受けて

いる。

・ レベルの報告はセーフマスターによりシステム入力するが、負荷が非常に大きい。この負荷を減らすこ

とが改善につながるのではないか。

・ システムの仕様の変更が考えられるが、他 病院も同じシステムを使用しているのであれば、 病院の医

療安全管理者の会議で議題としてとりあげること。その上で、業者にシステムの仕様の変更を依頼すること

で、 レベル報告のシステム入力の負荷を減らしてほしい。

提言 電子カルテの導入に当たって

・ 令和 年 月に導入予定の電子カルテについて下記のとおり提言する。

・ 引き続き、医療の質を改善させるよう検討するとともに、職員の使い勝手を良くするよう検討していくこ

と。（医療情報システム委員会）

・ 導入時期に院内の混乱を出来るだけ少なくするよう、検討すること。（医療情報システム委員会）

・ 電子カルテの導入に合わせて、クリニカルパスの運用を見直すこと。（クリニカルパス委員会）

５ ＴＱＭ推進だよりの発行

各部署による自主的な医療の質の改善を促すため年 回発行した。

日 付 内 容

第 回 室長からのあいさつ、活動内容など

第 回 サークル活動中間報告会、副病院長兼看護部長からのあいさつ

第 回 サークル活動最終報告会、室長からのあいさつ
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第第 節節 図図 書書 室室

精神医療センター及び精神保健福祉センター職員を対象に、業務支援と職員の資質向上を目的とし、医療と

その関連領域の資料と情報の収集、組織、保存及び提供に努めている。

令和 年度は、洋雑誌 誌で購読スタイルを冊子体から電子ジャーナルへ変更し、最新かつ迅速な情報への

アクセスを図った。

概要

・ 利用環境 面積 ㎡ 閲覧席 席

検索用 台 カラープリンター 台 コピー機 台

・ 人員構成 図書司書 名（非常勤職員）

・ 蔵書構成 現在）

書籍 冊 （令和 年度新規受入 冊）

製本雑誌 冊 （令和 年度新規受入 冊）

受入雑誌 誌

・ 電子リソース

医中誌 最新看護索引 メディカルオンライン

・ 利用状況 貸出人数 人 貸出冊数 冊

・ 文献相互貸借

外部への依頼件数 件

外部からの受付件数 件

主な業務

・ 文献相互貸借

・ レファレンスサービス

・ 書籍の選書・受入れ・配架・管理

・ 雑誌および各種資料の受入れ・配架・管理

・ 図書室ホームページの管理

・ データベースの管理

・ 雑誌製本に関する業務

・ 各種統計処理、図書室資料の作成

・ 図書委員会の開催

・ 図書室利用者教育

・ 埼玉県医療関連情報ネットワーク協議会への参加

・ 日本病院ライブラリー協会への参加
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2　学術誌、その他雑誌

氏名 タイトル 雑誌名 巻（号） 掲載頁 発行年

長尾　眞理子
「精神科医療の現状と課題～精神科から
一般科へ伝えたいこと～」(VOL.3)精神
科と一般科の違い

全国自治体病院協議会雑
誌

成瀬　暢也 薬物依存症と慢性疼痛 ペインクリニック

成瀬　暢也
依存症治療におけるハームリダクション
アプローチ

精神科

成瀬　暢也 対応に苦慮する患者への注意点
日本医師会雑誌
精神疾患診療 (特別)

成瀬　暢也
実は、覚せい剤を使っていて、やめられ
なくて　－迷いながら受診した覚せい剤
依存症患者を治療につなぐ－

精神科治療学 37(増刊)

成瀬　暢也
アルコール依存症は身近な病気 あなた
のお酒の飲み方だいじょうぶ？

栄養と料理

黒木　規臣
精神科診療に必要な書式マニュアル　第
5版
第3章 精神保健福祉法　応急入院届

臨床精神医学
(増刊)

和田　清 依存、嗜癖、強迫の関係性 精神科

、
Shunsuke TAKAGI、
Takehiro TAMURA、

1　書籍

氏名 タイトル 書籍名 出版社 掲載頁 発行年

成瀬　暢也
　　　(監修)

最近、飲みすぎているなと思って
いる人のためのお酒の減らし方

ナツメ社

成瀬　暢也
　　 （編著）

内科医・かかりつけ医のためのア
ルコール使用障害治療ハンドブッ
ク

新興医学出版社

和田　清
再犯防止推進計画等検討会 有識
者委員からの講評

令和四年版 再犯防止推進白書 法務省

佐藤　真菜
入院治療における描画を用いた
象徴的交流の一例　－大切な存
在としての”うんこ”の旅－

佐藤　徹也
公認心理師として関わる児童精
神科入院治療

第第４４章章　　業業　　　　績績

児童精神科入院治療の実際 金剛出版
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3　学会・研究報告会発表（座長・司会　含む）

氏名 タイトル 学会・研究報告会名 開催地 発表日

長尾　眞理子
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
と精神保健福祉行政の現状について(司会)

精神保健指定医研修会
(更新・第67回)
全国自治体病院協議会

東京都

長尾　眞理子
地域で安心して暮らせる精神保健福祉体制
の実現に向けた精神科救急医療（座長）

長尾　眞理子
ポスターセッション「多職種連携」（座
長）

長尾　眞理子
医療の質の評価・公表等推進事業シンポジ
ウム
「医療の質と病院マネジメント」（座長）

第60回全国自治体病院学会 沖縄県

長尾　眞理子

開講式（進行）
「精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律と精神保健福祉行政の現状について」
（司会）

長尾　眞理子 「成年後見制度について」（司会）

長尾　眞理子 「児童思春期精神障害について」（司会）

成瀬　暢也
なぜ依存症臨床にハームリダクションの考
え方が有効なのか？

成瀬　暢也
ハームリダクションを取り入れた重症ベン
ゾジアゼピン依存症の治療

成瀬　暢也
問題行動を繰り返す患者に対するハームリ
ダクションを取り入れた介入

成瀬　暢也
アルコール依存症の大多数は内科で治療介
入した方がいい

成瀬　暢也
最近の薬物関連精神障害の傾向と対策～逮
捕されない薬物の時代にどう向き合うか
（司会）（コーディネーター）

成瀬　暢也
処方薬・市販薬使用障害の治療はどうする
のか？

成瀬　暢也
ハームリダクションに学ぶ治療関係の構築
について

成瀬　暢也
オピオイド依存の治療～依存症臨床の立場
から～

日本ペインクリニック学会
第56回学術集会

東京都

第30回日本精神科救急学会学術
総会

さいたま市

2022年度精神保健指定医研修会
（新規・第27回）
全国自治体病院協議会

東京都

第118回日本精神神経学会学術総
会

福岡県
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氏名 タイトル 学会・研究報告会名 開催地 発表日

成瀬　暢也
お酒の飲み方、総点検　～心と体の健康を
目指してみんなで考えよう～（総合司会）

成瀬　暢也
ディスカッション　みんなで考えよう！飲
酒問題（座長）

成瀬　暢也
「依存症の理解と治療について」特別講演
Ⅳ　(司会)

成瀬　暢也
「依存症の理解と治療について」精神保健
医療福祉の現状と動向

成瀬　暢也
2022ハームリダクション特別委員会シンポ
ジウム　ハームリダクションを実践、症例
ベースで考える

成瀬　暢也
薬物依存者の依存症治療・肝炎治療の現状
と課題　－精神科と内科の連携を目指して
－(座長)

成瀬　暢也
絶望から希望へ：ダルクの経験と知恵に学
ぶ～その２～当事者が示す回復の羅針盤

成瀬　暢也
信頼関係を築けない精神科救急は暴力であ
る

さいたま市

成瀬　暢也
教育セミナー「精神科救急と臨床中毒学」
（座長）

成瀬　暢也
精神科救急におけるハームリダクションを
取り入れた治療介入

成瀬　暢也 依存症の治療、回復支援(家族の対応含む)
第20回日本アディクション看護
学会学術集会

深谷市

成瀬　暢也
学会テーマ「Evolution」
(講演、座長、シンポジスト)

第34回九州アルコール関連問題
学会

福岡県

黒木　規臣
他2名

入院前暴力行動は在院日数長期化の要因と
なるか～後ろ向きコホート研究～

第118回日本精神神経学会学術総
会

福岡県

黒木　規臣 【摂食障害・COVID-19】（座長） 第125回東京精神医学会学術集会 東京都

黒木　規臣 精神医療の中の精神科救急
第30回日本精神科救急学会学術
総会

さいたま市

黒木　規臣 医療観察法と刑事訴訟法について（司会）
2022年度精神保健指定医研修会
（新規・第27回）
全国自治体病院協議会

東京都

和田　清 新しい研究のトレンドを学ぼう(座長)
2022年度アルコール・薬物依存
関連学会 合同学術総会

宮城県

第30回日本精神科救急学会学術
総会

さいたま市

全国自治体病院協議会
精神科特別部会
第59回総会・研修会

オンライン

2022年度アルコール・薬物依存
関連学会 合同学術総会

宮城県

埼玉県こころの健康市民公開講
座
埼玉県保健医療部疾病対策課

オンライン



― 121 ―

氏名 タイトル 学会・研究報告会名 開催地 発表日

合川 勇三
他1名

物質使用障害に対する短期介入治療のラン
ダム化比較試験

2022年度アルコール・薬物依存
関連学会 合同学術総会

宮城県

清水　俊宏
他9名

若手医師団体のレジリエンス　－各国の若
手精神科医たちがCOVID‐19で何を経験
し、乗り越えてきたのか－

清水　俊宏
他10名

The 2nd JOIN meetingの道程

清水　俊宏
他14名

オンラインでのサマースクール開催への挑
戦

清水　俊宏
他7名

コロナ禍における若手精神科医を繋ぐ地域
活性の輪

清水　俊宏
他2名

Post-COVIDにおける若手精神科医たちの協
働と切磋（コーディネーター）

清水　俊宏
合川　勇三
黒木　規臣
他1名

救急医学の知見に基づいた単科精神科病院
でのCPAに対するアクションカード体制の
構築の試み

清水　俊宏
救急医学の知見に基づいた単科精神科病院
でのCPAに対するアクションカード体制の
導入に対する病院職員の意識に関する現状
調査

第30回日本精神科救急学会学術
総会

さいたま市

World Psychiatry 日本語翻訳のご紹介
（翻訳、編集）

日本精神神経学会 （更新日）

・Vol.20(2), June 2021
・Vol.20(3), October 2021

・Vol.21(1), February 2022

森　智裕
栗原　郁奈子
田中　朋子
黒木　規臣
長尾　眞理子

COVID-19罹患後に急激に精神病症状を呈し
た2例

第125回東京精神医学会学術集会 東京都

青柳　歌織 依存症看護の現場から（シンポジウム）
第20回日本アディクション看護
学術集会

深谷市

小川　弘枝
澤上　祥子
小林　由紀子
他1名

精神科救急入院料病棟における女性看護師
の性差に関する倫理的感受性を高める取り
組み
～参加型アクションリサーチ法を用いて

第29回日本精神科看護専門学術
集会

島根県

小川　弘枝
Ⅰ群　口演5題　看護研究
（座長）

日本精神科看護協会埼玉県支部
令和4年度看護研究発表会

深谷市

青木　拓也
横田　隆
千葉　幸広
清水　徳子
青木　絢子
他1名

児童・思春期精神科病棟における女子中学
生との治療関係を困難にする男性看護師の
葛藤について
～参加型アクションリサーチを用いて～

第29回日本精神科看護専門学術
集会

島根県

清水　俊宏
日本精神神経学会ホームページ

第118回日本精神神経学会学術総
会

福岡県
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氏名 タイトル 学会・研究報告会名 開催地 発表日

角田　祐治
安齋　隼
他1名

医療観察法病棟で働く看護師の陰性感情を
めぐる思いと葛藤
～語り合う場の実践から看護師が抱えるス
トレスへの支援を検討する～

第29回日本精神科看護専門学術
集会

島根県

山中　典子
飯島　佳士
上澤　利恵
常名　一弘

3年以上断薬している女性薬物依存症者の
回復過程

2022年度アルコール・薬物依存
関連学会合同学術総会

宮城県

倉田　美希
篠崎　正美
竹井　健一
青柳　歌織
他1名

病的ギャンブリングの患者が入院体験から
受けた影響と変容の過程
～初めて入院治療を受けた患者のインタ
ビューより～

2022年度アルコール・薬物依存
関連学会合同学術総会

宮城県

河野　聖之
渡邊　翔太
平井　利幸
青柳　歌織

COVID-19患者に対応した精神科看護師の思
い
～初回の緊急事態宣言下に看護師はどのよ
うな思いを抱いていたのか～

第30回埼玉看護研究学会 さいたま市

千葉　幸広
小川　真彦
三ツ橋　じゅん
佐藤　竜也
佐藤　徹也
新井　絢子
牧野　和紀
長尾　眞理子

「キレる」子どもに対する多職種による入
院治療　看護師の立場から
怒りを受け止め続けた関わりにより、患児
が課題を考えるきっかけとなった一例

第63回日本児童青年精神医学会 長野県

塚本　哲司
他1名

医療政策委員会プロジェクト(受診前相談
研修)

第30回日本精神科救急学会学術
総会

さいたま市

佐藤　徹也 養育の貧困（座長）
全国児童青年精神科医療施設協
議会
第52回研修会

大阪府

濱谷　翼
鈴木　恵
山内　千恵美
吉田　真依子
守屋　明子
藤澤　朋生
塚本　哲司
長尾　眞理子

精神科救急医療施設における外国人患者の
受入環境について～常時対応型施設での自
験例から考える～

第30回日本精神科救急学会学術
総会

さいたま市

土屋　初希
小川　真彦
五月女　芳恵
三ツ橋　じゅん
佐藤　竜也
塚本　哲司
青木　絢子
大久保　陽子
牧野　和紀
長尾　眞理子

関わりにくさを感じさせる女子に対する
チームでの関わり　―イラスト部発足のた
めの活動を通して―

全国児童青年精神科医療施設協
議会
第52回研修会

大阪府
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4　講演等（研修会講師含む）

氏名 タイトル 事業・主催者 開催地 講演日

長尾　眞理子
新型コロナウイルス感染症が単科精神科病
院にもたらしたもの

全国自治体病院協議会精神科特別
部会 第59回総会・研修会
全国自治体病院協議会

オンライン

成瀬　暢也
アルコール依存症治療革命～よりよい依存
症治療のために～

富山県精神科医会学術講演会
富山県精神科医会、大塚製薬株式
会社

さいたま市

成瀬　暢也 アルコール依存症治療革命 兵庫県立ひょうごこころの医療セ
ンター

オンライン

成瀬　暢也
依存症者の治療への否認と動機づけについ
て

連続講座「依存症からの回復につ
いて考える」
特定非営利活動法人　ジャパン
マック

オンライン

成瀬　暢也 薬物依存症の治療総論

依存症治療指導者・依存症相談対
応指導者・地域生活支援指導者 養
成研修(薬物)
国立精神・神経医療研究センター

オンライン

成瀬　暢也 アルコール依存症治療革命
さいたま市薬剤師会学術研修会
さいたま市薬剤師会、大塚製薬株
式会社

さいたま市

合同シンポジウムⅢ（座長）

特別講演Ⅳ（司会）

成瀬　暢也 依存症の理解と治療について
精神科訪問看護研修会4回シリーズ
(基礎編)研修
埼玉県訪問看護ステーション協会

さいたま市

成瀬　暢也 第318回病院薬学研修会 埼玉県病院薬剤師会 さいたま市

成瀬　暢也 第11回埼玉肝不全研究会 埼玉肝不全研究会 さいたま市

成瀬　暢也
薬物依存症からの回復　～本人と家族それ
ぞれの回復～

薬物依存症対応研修
滋賀県立精神医療センター

オンライン

成瀬　暢也 薬物依存症患者への対応の基本
第14回認知行動療法の手法を活用
した薬物依存症に対する集団療法
研修

オンライン

成瀬　暢也 依存症について
川崎ダルク家族会
川崎ダルク支援会

神奈川県

成瀬　暢也
アルコール依存症治療革命の提案
～治療の一般医療化を目指して～

第39回江戸川医学会学術講演会
江戸川区医師会

東京都

成瀬　暢也
全国自治体病院協議会精神科特別
部会 第59回総会・研修会
全国自治体病院協議会

神奈川県
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氏名 タイトル 事業・主催者 開催地 講演日

成瀬　暢也

基調講演「思春期・青年期の依存症の理
解」
トークセッション「今若者に起きているこ
とと、依存症」

東京都依存症対策普及啓発フォー
ラム
東京都立中部総合精神保健福祉セ
ンター

オンライン

成瀬　暢也
麻酔科医における薬物依存の実態、症状、
治療について

東京慈恵会医科大学麻酔科学Web講
演会

オンライン

成瀬　暢也 薬物依存患者への対応の基本

依存症に対する集団療法に係る研
修
独立行政法人国立病院機構　肥前
精神医療センター

オンライン

成瀬　暢也 依存症臨床から診た慢性疼痛の支援
愛知医科大学疼痛医学講座特別講
演

愛知県

成瀬　暢也 子どものネット・ゲーム依存と不登校
埼玉県幸手保健所管内「子供の心
のネットワーク事業」研修会

オンデマンド
配信期間
2023/1/16～

成瀬　暢也 薬物依存症の治療総論

東京都薬物依存症治療指導者養成
研修
国立研究開発法人
国立精神・神経医療研究センター

オンライン

成瀬　暢也
埼玉県立精神医療センターにおける薬物依
存症の外来治療

2022年度(国別研修)スリランカ
「違法薬物の使用防止強化」に係
る研修
独立行政法人国際協力機構

オンライン

成瀬　暢也 依存症の治療

アルコール依存症回復施設職員/地
域生活支援指導者養成研修
独立行政法人国立病院機構
久里浜医療センター

オンライン

成瀬　暢也
基調講演「幸せになるために」
～なぜ、重症の薬物依存症がダルクで回復
するのか～

栃木ダルク20周年記念フォーラム
特定非営利活動法人　栃木DARC

栃木県

成瀬　暢也
地域で軽症のアルコール使用障害患者を診
るためにどうするか

埼玉県アルコール問題を考える会
埼玉県精神神経科医会 他

オンライン

成瀬　暢也
依存症の包括的な治療の実践と埼玉県での
取り組み

依存症支援者研修会
医療法人北仁会旭山病院

オンライン

黒木　規臣 統合失調症
精神保健福祉研修
埼玉県立精神保健福祉センター

YouTube配信
配信期間
2022/6/27～

黒木　規臣
精神保健観察⑤
指定通院医療機関における医療(通院)

第15回社会復帰調整官初任研修
法務総合研究所

オンライン

和田　清
薬毒物と中毒：わが国における乱用薬の使
用状況と乱用薬の精神毒性

昭和大学薬学部講義「薬毒物と中
毒」

東京都

和田　清
薬物の乱用・依存・中毒の理解とアディク
ションという概念の理解

2022年帝京大学医学部公衆衛生実
習

埼玉県
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氏名 タイトル 事業・主催者 開催地 講演日

和田　清 物質使用障害
2022年度精神保健指定医研修会
(新規・第28回）
日本精神科病院協会

東京都

和田　清 物質使用障害
2022年度精神保健指定医研修会
(新規・第8回）
日本総合病院精神医学会

東京都

和田　清
アディクションの研究と臨床：気になる言
葉・用語

薬物・精神・行動の会 東京都

和田　清
薬物依存症者への理解と対応－薬物依存と
アディクションを理解しよう－

令和4年度川崎市社会福祉協議会保
護司部会研修会

神奈川県
（収録）

和田　清 物質使用障害
2022年度精神保健指定医研修会
(新規・第27回）
全国自治体病院協議会

東京都

合川　勇三 依存症に関する基本的な知識
依存症支援者研修
埼玉県立精神保健福祉センター

オンライン

合川　勇三 薬物乱用の現状の報告
麻薬・覚醒剤・大麻乱用防止運動　
都民大会
東京都福祉保健局

東京都

合川　勇三
アルコール依存症とはどのような病気なの
か

埼玉県南部保健所 川口市

合川　勇三
埼玉県立精神医療センターにおける薬物依
存症の入院治療

2022年度(国別研修)スリランカ
「違法薬物の使用防止強化」に係
る研修
独立行政法人国際協力機構

オンライン

合川　勇三 嗜癖
家庭裁判所調査官養成課程第18期
後期合同研修
裁判所職員総合研修所

和光市

牧野　和紀 児童・思春期の精神医療 埼玉県立けやき特別支援学校 オンライン

牧野　和紀 事例研究
精神保健指定医研修会(更新・第67
回)
全国自治体病院協議会

東京都

原田　誠
精神臨床看護Ⅰ
「主な精神疾患の特徴とそれらの症状」、
「各種検査と特殊療法の内容」

埼玉県立常盤高等学校 さいたま市

原田　誠 精神障害
救急救命士養成教育訓練
埼玉県消防学校

さいたま市

本間　昭博 気分障害・神経症・心身症
精神保健福祉研修
埼玉県立精神保健福祉センター

YouTube配信
配信期間
2022/7/11～

小川　真彦 発達障害
精神保健福祉研修
埼玉県立精神保健福祉センター

YouTube配信
配信期間
2022/7/11～
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氏名 タイトル 事業・主催者 開催地 講演日

清水　俊宏 薬物乱用の現状とその防止に向けて

薬物乱用防止研修会
埼玉県加須保健所管内薬物乱用防
止指導員協議会
埼玉県加須保健所

オンライン

福山　康恵 論述力を高める
認定看護管理者認定審査　受審支
援のための研修
公益社団法人　埼玉県看護協会

オンライン

福山　康恵 看護管理研修　看護と医療経営 埼玉県立病院機構 伊奈町

松永　晴子 看護管理研修　組織分析・組織分析演習 埼玉県立病院機構 伊奈町

池田　真弓 感染看護 東都大学 深谷市

生山　佳寿美
精神看護学方法論Ⅰ
リハビリテーション・作業療法など

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

保泉　純子
精神看護学方法論Ⅰ
家族看護

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

保泉　純子 身体拘束について 県立がんセンター オンライン

佐藤　久美子
精神看護学方法論Ⅱ
精神疾患と脳
精神の機能と障害

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

松浦　慎吾
精神看護学方法論Ⅱ
依存症の看護
精神看護における倫理

埼玉県立高等看護学院 オンライン

上野　剛志
精神看護学方法論Ⅱ
精神疾患の治療と看護（薬物療法）
安全管理

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

上野　剛志
精神臨床看護Ⅰ
主な精神疾患の看護

埼玉県立常盤高等学校 さいたま市

星野　秀人
精神看護学方法論Ⅱ
精神障害者の回復過程
地域精神看護

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

星野　秀人
精神看護学方法論Ⅰ
SST講義・演習

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

小川　弘枝
精神看護学方法論Ⅱ
主要症状を持つ人への看護
（症状のアセスメントとケアプラン）

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

佐藤　悦夫
精神看護学方法論Ⅰ
司法精神看護とチーム医療

埼玉県立高等看護学院 熊谷市

根岸　亜由美
精神看護学方法論Ⅰ
SST講義・演習

埼玉県立高等看護学院 熊谷市
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6　公的委員

氏名 学会・団体名 委員等役割

長尾　眞理子 厚生労働省　医道審議会 専門委員

長尾　眞理子 埼玉県社会保険診療報酬請求書審査委員会 審査委員

長尾　眞理子 埼玉県教職員健康審査会 委員

長尾　眞理子 埼玉県精神障害者保健福祉手帳・自立支援医療（精神通院）判定委員会 委員

長尾　眞理子 埼玉県医療観察制度運営連絡協議会 委員

長尾　眞理子 埼玉県犯罪被害者支援推進協議会 副会長

長尾　眞理子 埼玉県災害派遣精神医療チーム連絡調整会議 委員

長尾　眞理子 埼玉県警察 犯罪被害者支援室 スーパーバイザー

長尾　眞理子 埼玉県精神医療審査会 委員

長尾　眞理子 埼玉県精神保健福祉審議会 委員

長尾　眞理子 埼玉県県央地域保健医療・地域医療構想協議会 委員

長尾　眞理子 埼玉県県央地域保健医療協議会 委員

長尾　眞理子 埼玉県県央地域医療構想調整会議 委員

長尾　眞理子 埼玉県公的病院協議会 理事

長尾　眞理子 公益社団法人 全国自治体病院協議会　臨床指標評価検討委員会 副委員長

長尾　眞理子 公益社団法人 全国自治体病院協議会 精神科特別部会 副部会長

長尾　眞理子 公益社団法人 日本精神神経学会 代議員

長尾　眞理子 公益社団法人 日本精神神経学会 指導医資格認定委員会 委員

長尾　眞理子 公益社団法人 日本精神神経学会 研修プログラム審査委員会 委員

長尾　眞理子 埼玉医科大学医学部 埼玉医科大学病院　神経精神科・心療内科 客員教授

長尾　眞理子 上尾中央総合病院　認定再生医療等委員会 委員

成瀬　暢也 埼玉医科大学医学部 埼玉医科大学病院　臨床中毒科 客員教授

成瀬　暢也 国立精神・神経医療研究センター　精神保健研究所 客員研究員

成瀬　暢也 埼玉県精神障害者保健福祉手帳・自立支援医療（精神通院）判定委員会 委員

成瀬　暢也 埼玉県薬物乱用対策推進会議 委員

成瀬　暢也 埼玉県メディカルコントロール協議会 委員

成瀬　暢也 埼玉県中央地域メディカルコントロール協議会 委員

成瀬　暢也 日本精神科救急学会 代議員

成瀬　暢也 日本アルコール関連問題学会 理事

成瀬　暢也 日本アルコール・アディクション医学会 監事

成瀬　暢也 関東甲信越アルコール関連問題学会 副理事長

黒木　規臣 重度精神疾患標準的治療法確立事業運営委員会 委員
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氏名 学会・団体名 委員等役割

黒木　規臣 埼玉県精神医療審査会 委員

黒木　規臣 埼玉医科大学医学部　埼玉医科大学病　院神経精神科・心療内科 非常勤講師

和田　清 厚生労働省　大麻等の薬物対策の在り方検討会 構成員

和田　清 法務省　再犯防止推進計画等検討会 構成員

和田　清 依存症対策全国センター依存症対策調査研究会 構成員

和田　清 埼玉県　地方薬事審議会 特別委員

和田　清 埼玉県教育委員会　指導力判定委員会 委員

和田　清 独立行政法人　医薬品医療機器総合機構 専門委員

和田　清 国立研究開発法人　日本医療研究開発機構　課題評価委員会 委員

和田　清 昭和大学　薬学部基礎医療薬学（毒物学部門） 客員教授

和田　清 日本アルコール・アディクション学会 理事

和田　清 日本社会精神医学会 監事

和田　清 日本精神神経学会　精神科薬物療法研修特別委員会 委員

合川　勇三 厚生労働省　薬事・食品衛生審議会 委員

合川　勇三 厚生労働省　依存性薬物検討会 構成員

合川　勇三 東京都立精神保健福祉センター　思春期・青年期事例検討会 助言者

山形　晃彦 埼玉県精神医療審査会 委員

山形　晃彦 刑事精神鑑定ワーキンググループ 委員

清水　俊宏 認定NPO法人　 日本若手精神科医の会 理事

福山　康恵 公益社団法人　埼玉県看護協会 認定看護管理者教育運営委員会 委員

松永　晴子 一般社団法人 日本精神科看護協会埼玉県支部 役員

青柳　歌織 日本アルコール看護研究会関東甲信越ブロック 会長

生山　佳寿美 公益社団法人　埼玉県看護協会 第5支部 委員

塚本　哲司 埼玉県精神医療審査会 委員

塚本　哲司 公益社団法人日本精神保健福祉士協会 災害対策委員、倫理委員会委員

塚本　哲司 一般社団法人 埼玉県精神保健福祉士協会 理事

塚本　哲司 全国自治体病院協議会 精神科特別部会コメディカル部会 理事

塚本　哲司 跡見学園女子大学 兼任講師

塚本　哲司 駒澤大学 非常勤講師

塚本　哲司 一般社団法人日本精神科救急学会
代議員、編集委員会委員
医療政策委員会委員

藤平　百合子 埼玉県公認心理師協会 理事

伊丹　正好 公益社団法人 埼玉県栄養士会 選挙管理委員長
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